
第１ 職員数の状況

１ 部門別職員数の状況と主な増減理由１ 部門別職員数の状況と主な増減理由１ 部門別職員数の状況と主な増減理由１ 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）区分 職 員 数 対前年 主な増減理由部門 平成31年 令和２年 増減数議会 29 30 ＋1 フルタイム再任用の配置普 総務 780 786 ＋ 6 ファシリティマネジメント室新設 等一 税務 117 115 ▲ 2 育児休業代替任期付職員の配置終了 等通 般 民生 298 342 ＋ 44 臨時的任用職員の計上 等行 衛生 383 398 ＋ 15 新型コロナウイルス感染症対応等による過配 等会 政 労働 55 54 ▲1 業務効率化部 農水 468 460 ▲ 8 育児休業代替任期付職員の配置終了 等計 門 商工 147 153 ＋ 6 フルタイム再任用の配置 等土木 842 834 ▲ 8 大宮通り新ホテル・交流拠点事業室の廃止 等部 計 3,119 3,172 ＋ 53 （参考：人口10万人当たりの職員数239.17人）教育部門 9,015 10,380 ＋ 1,365 臨時的任用職員の計上 等門 警察部門 2,799 2,805 ＋ 6 企画室新設 等小 計 14,933 16,357 ＋ 1,424 （参考：人口10万人当たりの職員数1,233.33人）会公 病 院 0 0 0 －計営 水 道 76 77 ＋ 1 欠員補充部企 下水道 55 55 0 －門業 その他 34 36 ＋ 2 自治大学校派遣等に伴う過配 等等 小 計 165 168 ＋ 3合 計 15,098 16,525 ＋ 1,427 （参考：人口10万人当たりの職員数1,246.00人）[16,729] [16,730] [＋ 1]（注）１ 職員数は、一般職に属する職員数です。２ [ ]内は、条例定数の合計です。３ 各年度における定員管理調査において報告した部門別職員数



２ 年齢別職員構成の状況(２ 年齢別職員構成の状況(２ 年齢別職員構成の状況(２ 年齢別職員構成の状況(令和令和令和令和2222年年年年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在))))

（単位：人）区 分 20歳 20～ 24～ 28～ 32～ 36～ 40～ 44～ 48～ 52～ 56～ 60歳 合計未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上職員数 54 702 1,766 2,244 2,049 1,326 1,156 1,323 1,427 1,647 2,030 801 16,525
３ 職員数の推移３ 職員数の推移３ 職員数の推移３ 職員数の推移 （単位：人）部門別 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 過去5年間の増減率(％)一般行政 3,069 3,079 3,115 3,072 3,119 3,172 103（ 3.4％）教 育 9,403 9,281 9,221 9,152 9,015 10,380 977（ 10.4％）警 察 2,783 2,806 2,806 2,814 2,799 2,805 22（ 0.8％）普通会計計 15,255 15,166 15,142 15,038 14,933 16,357 1,102（ 7.2％）公営企業会計計 357 148 151 167 165 168 ▲189（▲52.9％）総 合 計 15,612 15,314 15,293 15,205 15,098 16,525 913（ 5.8％）（注）各年度における定員管理調査において報告した部門別職員数



第２ 給与について第２ 給与について第２ 給与について第２ 給与について

１ 総括１ 総括１ 総括１ 総括(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）区 分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人 件 費 ※ 人件費率 (参考)30年(令和2年1月1日) Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 度の人件費率元年度 人 千円 千 円 千円 ％ ％1,329,904 506,792,689 1,463,625 144,842,837 28.6 29.5（注）人件費とは、一般職・特別職に支給される給与、退職手当、共済負担金、災害補償費等です。（参考）※人件費の内訳 一般行政部門 27,233,474千円（ 5.4％）警察部門 24,880,670千円（ 4.9％）教育部門 92,728,693千円（18.3％）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）区 分 職員数 給 与 費 一人当たり (参考)都道府県平均Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 給与費 B/A 一人当たり給与費元年度 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円14,983 64,479,631 15,804,680 26,808,197 107,092,508 7,148 7,164（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。２ 職員数は、令和２年４月１日現在の人数です。３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれていますが、職員数には当該職員を含んでいません。（その他）上記のほか、知事等特別職を含む職員の給料等について、以下の率で減額を行っています。・令和２年４月～令和３年３月‥０．５％～１０％（※給与減額については、平成１５年度から実施）知事 １０％減額副知事 ５％減額教育長 ５％減額部・次長級 ３％減額課長級 ２％減額小規模出先機関の長級 ０．５％減額
区　　分 給料等



(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。※令和２年４月１日のラスパイレス指数が①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、③ 100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み令和２年４月１日のラスパイレス指数は、上記の①②③のいずれにも該当しない。
(4) 給与改定の状況(4) 給与改定の状況(4) 給与改定の状況(4) 給与改定の状況ア 月例給 人事委員会の勧告 (参考)区 分 民間給与Ａ 公務員給与Ｂ 較差Ａ－Ｂ 勧告(改定率) 給与改定率 国の改定率２年度 370,758円 △221円（△0.06 ％）2 年 度 ( 減 370,537円 369,603円 934 円（0.25 ％） － － －額措置後)（注）１ 「民間給与」及び「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額です。２ 「減額措置後」とは、本県独自の給与減額による給料等の減額後の額です。イ 特別給（期末・勤勉手当）人事委員会の勧告 (参考)区 分 民間の支給 公務員の 較差 勧告 年間支給月数 国の年間割合 Ａ 支給月数 Ｂ Ａ－Ｂ （改定月数） 支給月数２年度 月 月 月 月 月 月4.38 4.50 △ 0.12 △ 0.10 4.40 4.45（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。
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(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。①給料表の見直し（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日（内容）一般行政職の給料表について、平均２％の引下げを行った国家公務員の俸給表に準じて引下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施②地域手当の見直し（支給割合）下記のとおり。（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引き上げる。（参考）

③その他の見直し内容管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施（平成２７年４月１日）(6) 特記事項(6) 特記事項(6) 特記事項(6) 特記事項なし

４月１日時点 遡及改定後 ４月１日時点 遡及改定後 ４月１日時点 遡及改定後国基準 18% 18% 18.5% 20% 20% 20% 20% 20%奈良県 14% 14% 14.5% 14.5% 14.7% 15% 15.2% 16%国基準 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10%奈良県 5% 5% 5.5% 5.5% 5.7% 6% 6.2% 7%国基準 12% 12% 12% 12% 12% 12% 12% 12%奈良県 4% 4% 4.5% 4.5% 4.7% 5% 5.2% 6%国基準 6% 6% 6% 6% 6% 6% 6% 6%奈良県 4% 4% 4.5% 4.5% 4.7% 5% 5.2% 6%国基準 3% 4% 5% 6% 6% 6% 6% 6%奈良県 3% 3% 3.5% 4% 4.2% 5% 5.2% 6%国基準 3% 3% 3% 3% 3% 3% 3% 3%奈良県 3% 3% 3.5% 3.5% 3.7% 4% 4.2% 5%国基準 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%奈良県 3% 3% 3.5% 3.5% 3.7% 4% 4.2% 5%国基準 15% 15% 15.5% 16% 16% 16% 16% 16%奈良県 15% 15% 15.5% 16% 16% 16% 16% 16%

平成２９年度の支給割合 平成３０年度の支給割合

医師

平成２６年度の支給割合支給対象地域等 支給割合東京奈良・大和郡山市 平成２７年度の支給割合
天理市大和高田・橿原・生駒市香芝・葛城市、生駒・北葛城郡桜井・御所・宇陀市、磯城郡五條市、曽爾・御杖村、山辺・高市・吉野郡

平成２８年度の支給割合



２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日現在）現在）現在）現在）ア 一般行政職区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国比較ベース）奈良県 42.8 歳 318,741 円 409,412 円 366,328 円国 43.2 歳 327,564 円 ― 408,868 円都道府県平均 42.8 歳 324,055 円 413,722 円 366,268 円イ 技能労務職 公 務 員 民 間 参 考区 分 平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月 平均給与月額 対応する 平均年齢 平均給与月 Ａ／Ｂ額（Ａ） （国ベース） 民間の類 額（Ｂ）似職種奈良県 54.3 歳 65 人 299,907 円 351,456 円 334,544 円 ― ― ― ―う ち 学 校給 62.8 歳 3 人 223,200 円 235,616 円 234,583 円 調理士 45.4 歳 287,400 円 0.82食員うち用務員 57.4 歳 7 人 277,730 円 322,322 円 310,978 円 用務員 55.9 歳 207,900 円 1.55その他 53.5 歳 55 人 306,913 円 361,483 円 342,995 円 ― ― ― ―国 50.9 歳 2,319 人 287,283 円 ― 328,862 円 ― ― ― ―都道府県平均 53.6 歳 187 人 318,887 円 373,164 円 350,729 円 ― ― ― ―参 考区 分 年収ベース（試算値）の比較公 務 員 民 間 Ｃ／Ｄ（Ｃ） （Ｄ）奈良県 5,785,484 円 ― ―う ち 学 校給 3,405,708 円 3,861,300 円 0.88食員うち用務員 5,398,408 円 2,862,400 円 1.89その他 5,964,554 円 ― ―※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。



ウ 高等（特別支援）学校教育職区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額奈良県 45.6 歳 365,902 円 420,498 円都道府県平均 44.8 歳 372,601 円 430,717 円エ 小・中学校教育職区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額奈良県 40.0 歳 337,308 円 389,581 円都道府県平均 42.4 歳 356,917 円 410,239 円オ 警察職区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国比較ベース）奈良県 38.1 歳 314,002 円 442,644 円 356,622 円国 41.4 歳 319,832 円 ― 378,311 円都道府県平均 38.4 歳 323,548 円 456,572 円 371,763 円（注）１ 「平均給料月額」とは、令和２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。また、「平均給与月額 (国比較ベース)」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。(2) 職 員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）(2) 職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）(2) 職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）(2) 職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）区 分 奈 良 県 国一般行 政職 大 学 卒 188,700 円 総 合 職 186, 700円一 般 職 182, 200円高 校 卒 154,900 円 一 般 職 150, 600円技能労 務職 高 校 卒 145,850 円 －中 学 卒 132,300 円 －高等学 校教育職 大 学 卒 210,800 円 －短 大 卒 185,700 円 －小 ・中 学校教育 職 大 学 卒 210,800 円 －短 大 卒 188,600 円 －警 察 職 大 学 卒 208,600 円 211,400円高 校 卒 176,500 円 173,400円



(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在）(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在）(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在）(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在）区 分 経験年数 1 0年 経験年数 20年 経 験 年 数 2 5 年 経 験 年 数 3 0 年一般行政職 大 学 卒 266,196 円 358,403 円 376,892 円 388,868 円高 校 卒 221,350 円 297,371 円 359,590 円 368,104 円技能労務職 高 校 卒 （該当者なし） （該当者なし） 297,200 円 （該当者なし）中 学 卒 （該当者なし） （該当者なし） （該当者なし） （該当者なし）高等学校教 大 学 卒 305,460 円 377,886 円 398,163 円 409,219 円育職 短 大 卒 ＊ ＊ ＊ 399,566 円小・中学校 大 学 卒 298,155 円 369,724 円 394,407 円 406,847 円教育職 短 大 卒 ＊ 347,933 円 352,700 円 397,525 円警 察 職 大 学 卒 275,195 円 366,813 円 405,456 円 399,135 円高 校 卒 252,625 円 330,871 円 375,055 円 396,199 円※個人情報保護の観点から、対象となる職員が１人の場合は「アスタリスク (*)」としています。
３ 一般行政職の級別職員数等の状況３ 一般行政職の級別職員数等の状況３ 一般行政職の級別職員数等の状況３ 一般行政職の級別職員数等の状況(1) 一般行政職の級別職員数の状況（令和２年４月１日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（令和２年４月１日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（令和２年４月１日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（令和２年４月１日現在）区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 最高号給の給料月額 給料月額人 ％ 円 円９ 級 部長 23 0.7 458,400 527,500人 ％ 円 円８ 級 部次長 40 1.2 408,100 468,600人 ％ 円 円７ 級 本庁課長 91 2.7 362,900 444,900本庁参事・主幹 人 ％ 円 円６ 級 154 4.6 319,200 410,200大規模出先の長課長補佐 人 ％ 円 円５ 級 476 14.3 289,700 393,000出先の長・課長 人 ％ 円 円４ 級 係長、主任主査 1,015 30.4 264,200 381,000人 ％ 円 円３ 級 主査 719 21.5 231,500 350,000人 ％ 円 円２ 級 主任主事 452 13.5 195,500 304,200人 ％ 円 円１ 級 主事 368 11.0 146,100 247,600（注）１ 本県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。



(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））））））））（令和2年4月1日現在）（令和2年4月1日現在）（令和2年4月1日現在）（令和2年4月1日現在）



(3) 昇給への人事評価の活用状況（奈良県）(3) 昇給への人事評価の活用状況（奈良県）(3) 昇給への人事評価の活用状況（奈良県）(3) 昇給への人事評価の活用状況（奈良県）平成31年4月2日から令和2年4月1日 管理職員 一般職員までにおける運用○イ． 人事評価を活用している活用している昇給区分 昇給可能な区 昇 給実績があ 昇給可能な区 昇給実績があ分 る区分 分 る区分上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○上位、標準の区分標準、下位の区分標準の区分のみ（一律）ロ． 人事評価を活用していない活用予定時期
４ 職員の手当の状況４ 職員の手当の状況４ 職員の手当の状況４ 職員の手当の状況(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当奈 良 県 国１人当たり平均支給額（令和元年度） －1,668 千円（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当2.60 月分 1.90 月分 2.60 月分 1.90 月分( 1.45 )月分 ( 0.90 )月分 ( 1.45 )月分 ( 0.90 )月分（加算措置の状況） （加算措置の状況）職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置・役職加算 ５～２０％ ・役職加算 ５～２０％・管理職加算１０～２０％ ・管理職加算１０～２５％（注）( )内は、再任用職員に係る支給割合です。



○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（奈良県）令和元年度中における運用 管理職員 一般職員
○イ． 人事評価を活用している活用している成績率 支給可能な成 支 給実績があ 支給可能な成 支給実績があ績率 る成績率 績率 る成績率上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○上位、標準の成績率標準、下位の成績率標準の成績率のみ（一律）ロ． 人事評価を活用していない活用予定時期(2) 退職手当（令和２年４月１日現在）(2) 退職手当（令和２年４月１日現在）(2) 退職手当（令和２年４月１日現在）(2) 退職手当（令和２年４月１日現在）奈 良 県 国（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年勤 続 2 0 年 19.6695 月分 24.586875月分 勤 続 2 0 年 19.6695 月分 24.586875月分勤 続 2 5 年 28.0395 月分 33.27075 月分 勤 続 2 5 年 28.0395 月分 33.27075 月分勤 続 3 5 年 39.7575 月分 47.709 月分 勤 続 3 5 年 39.7575 月分 47.709 月分最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 最高限度額 47.709 月分 47.709 月分その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2%～ 30%加算） （2%～ 45%加算）1人当たり平均支給額 1,748千円 21,434千円（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。



(3) 地域手当（令和２年４月１日現在）(3) 地域手当（令和２年４月１日現在）(3) 地域手当（令和２年４月１日現在）(3) 地域手当（令和２年４月１日現在）支 給 実 績（令和元年度決算） 4,159,770 千円支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 277,664 円支給対象地域等 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）東京都特別区 16.1 ％ 18 人 20 ％天理市 6.1 ％ 604 人 12 ％奈良市 7.1 ％ 6,589 人 10 ％大和郡山市大和高田市、橿原市、 6.1 ％ 4,622 人 6 ％生駒市、香芝市、葛城市生駒郡平群町、同郡三郷町、同郡斑鳩町、同郡安堵町、北葛城郡上牧町、同郡王寺町、同郡広陵町同郡河合町桜井市 ､御所市 ､宇陀市、 5.1 ％ 1,636人 3 ％磯城郡川西町、同郡三宅町、同郡田原本町上記以外の地域 5.1 ％ 1,384 人 0 ％医師 16 ％ 22 人 16 ％平 均 支 給 率 6.4 ％ 7.2 ％地域手当補正後ラスパイレス指数 98.2（ラスパイレス指数） (99.7)（注）１ 「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率です。２ 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数［補正後のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出］３ 本県は、異動保障は行っていません。



(4) 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）支給実績（令和元年度決算） 854,707 千円支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 250,500 円職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 22.8 ％手当の種類（手当数） 34 種類手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 支給実績 支給単価（R元年度決算）県税事務に従事する 県税事務所等に勤務する職員が、徴収金 千円 日額400円～800円職員の特殊勤務手当 の賦課徴収及び過料の徴収に関する業務 8,280に従事したとき。社会福祉業務に従事 福祉事務所等に勤務する職員が、福祉に 千円 日額300円～500円する職員の特殊勤務 関する業務に従事したとき。 7,924 月額10,200円手当精神保健に関する業 精神保健指定医の診察への立会い、入院 千円 日額300円務に従事する職員の させる精神障害者の移送、精神保健に関 156特殊勤務手当 する相談、指導等に従事した職員職業訓練事業に従事 高等技術専門校に勤務する職業訓練指導 千円 月額する職員の特殊勤務 員が、職業訓練に従事したとき。 2,516 給料月額の5/100手当 (管理職手当受給者は3/100)防疫作業に従事する 防疫作業に従事する職員が、感染症の病 千円 日額300円職員の特殊勤務手当 原体を保有し、もしくは保有している疑 720いのある者の救護もしくは当該感染症に汚染され、もしくは汚染された疑いがある物件の処理作業等に従事したとき。放射線取扱作業に従 病院勤務以外の診療放射線技師及び診療 千円 日額300円～400円事する職員の特殊勤 エックス線技師等が、エックス線その他 0務手当 の放射線の照射作業に従事したとき等多学年学級担当手当 教育職員が、２又は３学年の児童又は生 千円 日額290円～350円徒で編成されている学級における授業又 122は指導に従事したとき。兼務手当 昼間授業を本務として担当する教育職員 千円 １時間1,300円が夜間授業を行ったとき、又は夜間授業 0を本務として担当する教育職員が昼間授業のうち午前の授業を行ったとき。教員特殊業務手当 教育職員が、非常災害時における児童も 千円 日額3,000円しくは生徒の保護又は緊急の防災もしく 442,554 ～12,800円は復旧の業務等に従事したとき。



手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 支給実績 支給単価（R元年度決算）教育業務連絡指導手 教育職員のうち、それぞれ学校に置かれ 千円 日額200円当 る教務その他の教育に関する業務につい 44,839ての連絡調整、及び助言指導等にあたる主任等で、その職務が困難であるものを担当する職員が、当該担当業務に従事したとき。夜間学級担当手当 中学校における二部授業による夜間学級 千円 月額を本務として担当する教育職員が、当該 8,415 給料月額の10/100学級における授業に従事したとき。特地公署等に勤務す (1)生活の著しく不便な地に所在する公 千円 (1)月額る職員の特殊勤務手 署等に勤務する職員 65,636 (給料＋扶養手当)× 4/当 10 0～ 25 / 10 0 )－ (当該特地公署の地域手当率による地域手当の額)(2) 特地勤務に準ずる手当 (2)月額住居を移転して、特地公署又は準特地 ５年目まで公署に赴任したとき。 (給料＋扶養手当)×4/100６年目(給料＋扶養手当)×2/100高所作業に従事する 職員が、水面上又は床面上おおむね 10ｍ 千円 日額370円職員の特殊勤務手当 以上の足場の不安定な箇所で、測量、調 94査、監督、保守点検又は営繕の作業に従事したとき。診療業務に従事する 保健所等（病院を除く。）に勤務する医 千円 日額500円職員の特殊勤務手当 師が、患者に接して診療業務に従事した 32とき。結核患者の訪問指導 保健所に勤務する保健師が、結核患者を 千円 日額300円に従事する職員の特 訪問し、保健指導に従事したとき。 138殊勤務手当と畜検査業務に従事 と畜検査員が、獣畜のとさつ又は解体の 千円 日額300円する職員の特殊勤務 検査に従事したとき。 0手当農業 の教育指導に従 農業大学校に勤務する職員が、実習を伴 千円 月額事する職員の特殊勤 う農業に関する科目を担当して教育指導 1,796 給料月額の 7/ 1 0 0（上務手当 に従事したとき。 限 22,000円）(管理職手当受給者は1/100)坑内作業に従事する 職員が、管きょ内又は掘削中のトンネル 千円 日額370円～530円職員の特殊勤務手当 坑内で、測量、調査、監督又は保守点検 29の業務に従事したとき。



手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 支給実績 支給単価（R元年度決算）警察職員の特殊勤務 警察職員が次の業務に従事したとき。 千円 (1)日額560円～970円手当 (1)犯罪捜査作業（主として私服員の従 258,031事する犯罪予防及び捜査並びに被疑者逮捕作業）(2)犯罪鑑識作業 (2)日額280円～560円(3)警ら作業 (3)日額340円(4)交通取締用自動車その他特殊自動車 (4)日額420円～560円の運転作業(5)被疑者看守作業 (5)日額290円(6)交通警察作業 (6)日額310円～840円(7)死体取扱作業 (7)死体１体につき1,600円～3,200円(8)深夜(午後 10時から翌日の午前5時ま (8)1回 410円～1,100円での間)における警備等の作業(9)街頭における青少年補導作業 (9)日額380円(10)爆発物処理作業 (10)１回 5,200円(11)特殊危険物質等処理作業 (11)日額250円～4,600円(12)呼び出しによる夜間緊急事件事故処 (12)１回 1,240円理作業(13)山岳遭難及び水難救助作業又は災害 (13)日額700円救助作業 ～1,680円(14)身辺警護等作業 (14)日額640円～1,150円(15)銃器犯罪捜査作業 (15)日額820円～1,640円(16)潜水作業(潜水器具を着用して行う (16)１時間310円作業に限る。) ～1,500円狂犬病予防作業等に 職員が、狂犬病予防等のため、予防注射、 千円 日額700円従事する職員の特殊 検診又は野犬の捕獲若しくは処分等の作 396勤務手当 業に従事したとき。毒物又は劇物等の取 職員が、試験、研究、検査又は農作物等 千円 日額300円扱作業に従事する職 の病害虫防除等のため、毒物又は劇物を 2,580員の特殊勤務手当 取り扱う作業に従事したとき。用地取得等の交渉業 土木事務所等に勤務する職員が、庁舎外 千円 日額300円～1,100円務に従事する職員の において用地の取得のための交渉又は知 4,304特殊勤務手当 事が管理する土地の境界の確定のための交渉のうち困難な業務に従事したとき。し尿処理施設の検査 環境衛生指導員等が、し尿処理施設又は 千円 日額300円～500円業務等に従事する職 浄化槽の立入検査業務、産業廃棄物の最 584員の特殊勤務手当 終処分場の立入検査等の業務に従事したとき。



手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 支給実績 支給単価（R元年度決算）消防訓練指導に従事 消防学校に勤務する職員が、救助訓練等 千円 日額370円する職員の特殊勤務 の指導に従事したとき。 240手当埋蔵文化財の発掘調 橿原考古学研究所に勤務する職員が、埋 千円 日額300円査作業に従事する職 蔵文化財の発掘調査作業に従事したと 469員の特殊勤務手当 き。家畜保健衛生業務、 (1)家畜保健衛生所に勤務し、家畜保健 千円 (1)月額14,000円食品衛生監視業務等 衛生所法第３条に規定する業務に従事し 5,476に従事する職員の特 た獣医師及び家畜防疫員殊勤務手当 (2)保健所又は食品衛生検査所に勤務し、 (2)日額700円立入検査等の監視業務に従事した食品衛生監視員及び環境衛生監視員(3)家畜保健衛生所に勤務する獣医師及 (3)日額800円び家畜防疫員が、牛海綿状脳症の検査のための牛の死体の解体作業に従事したとき。航空業務に従事する 職員が次の業務に従事したとき。 千円職員の特殊勤務手当 (1)航空機の操縦業務 3,569 (1)1時間5,100円～6,630円(2)航空機に搭乗して行う捜索救難等の (2)1時間1,900円業務 ～2,470円(3)航空機の整備業務 (3)日額1,040円(4)(2)の業務のため、飛行中の回転翼航 (4)日額870円空機から降下したとき。災害応急作業等に従 土木事務所等に勤務する職員が、正規の 千円 勤務１回 730円事する職員の特殊勤 勤務時間以外の時間に、河川又は道路に 113務手当 おいて豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に行う巡回監視、応急作業等に従事したとき。文化財建造物の解体 文化財保存事務所に勤務する職員が、足 千円 日額300円修理作業に従事する 場の不安定な箇所で文化財である建造物 0職員の特殊勤務手当 を測量、調査、解体又は修理の作業に従事したとき（高所作業に従事する職員の特殊勤務手当との併給禁止）。麻薬取締業務等に従 薬務課に勤務する職員が、麻薬及び向精 千円 日額700円事する職員の特殊勤 神薬取締法第 54条第２項に規定する麻薬 9務手当 取締員としての業務又は同条第５項の規定による司法警察員としての捜査等の業務（事務的作業を除く。）若しくはけん銃訓練に従事したとき。



手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 支給実績 支給単価（R元年度決算）道路上作業手当 技能労務職員が、著しく危険又は不快を 千円 日額300円伴う道路の維持修繕の作業等に従事した 696とき。家畜等飼育管理作業 うだ・アニマルパーク振興室及び畜産技 千円 日額350円手当 術センターに勤務する技能労務職員が、 491常例として相当量の家畜及び家きんのふん尿を直接処理する作業に従事したとき。福島原発周辺区域内 職員が次の区域において業務に従事した 千円作業手当 とき 0(1)原発敷地内①免震重要棟外 (1)①１．原子炉建屋内（福島第一原発１号 １．日額40,000円機から４号機）２．故障した設備等を現場で確認する ２．日額20,000円作業３．上記１・２以外 ３．日額13,300円②免震重要棟内 ②日額3,300円(2)帰還困難区域 (2)①（※）①屋外 ②屋内 日額6,600円②日額1,330円(3)居住制限区域①屋外 ②屋内 (3)①（※）日額3,300円②日額660円※１日の作業時間が４時 間 に 満 た な い 場 合は、手当額に60/100を乗じた額緊急事態応急対策実 原子力災害対策特別措置法の規定 千円 40,000円を超えない施区域に所在する原 による原子力緊急事態宣言があった 0 範囲内で人事委員会子力事業所周辺区域 場合において、標記区域に所在する 規則で定める内作業手当 原子力発電所の周辺区域であって人事委員会が定めるものにおいて職員が作業に従事したとき。



(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当支給実績（令和元年度決算） 2,376,763 千円職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 604 千円支給実績（平成３０年度決算） 2,366,748 千円職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） 554 千円（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。



(6) その他の手当（令和２年４月１日現在）(6) その他の手当（令和２年４月１日現在）(6) その他の手当（令和２年４月１日現在）(6) その他の手当（令和２年４月１日現在）国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当た手 当 名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （元年度決算） り平均支給年額（元年度決算）扶養手当 ・配偶者 同じ 千円 円行政職7級以下 6,500円 1,575,128 250,657行政職8,9級 3,500円・子 10,000円・その他の扶養家族行政職7級以下 6,500円行政職8,9級 3,500円・特定年齢加算額5,000円住居手当 ・借間・借家の場合 同じ 千円 円上限額27,000円 961,740 325,022・自宅の場合 なし初任給調整手 ・医師のうち採用によ 一部異な 国では、獣 千円 円当 る欠員の補充が困難と る 医師に対す 28,054 904,968認められる職の場合 る初任給調38,600円～414,800円 整手当は支・医学又は歯学に関す 給しないる専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充が困難と認められる職の場合17,300円～50,800円・獣医師のうち採用による欠員の補充が困難と認められる職の場合3,000円～30,000円通勤手当 ・交通機関の利用者 一部異な 国では、自 千円 円通勤定期券又は回数 る 動車等の使 1,731,857 136,765券等相当額 用者は距離・自動車等の使用者 区分に応じ距離区分に応じ 2,000円～3,100円～37,500円 31,600円単身赴任手当 公署を異にする異動等 同じ 千円 円に伴い転居し、やむを 39,473 398,717得ない事情により同居していた配偶者と別居し、単身で生活することを常況とする場合30,000円＋加算額管理職手当 管理又は監督の地位に 同じ 千円 円ある職員の場合 969,290 721,735給料表、職務の級、及び職に応じて定められた額定時制通信教 高等学校で定時制を置 千円 円育手当 くもの又は通信制を行 35,479 443,488うものの校長及び教員の場合給料月額の10/100(管理職手当受給者は8/100)



国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当た手 当 名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （元年度決算） り平均支給年額（元年度決算）産業教育手当 高等学校等の農業、工 千円 円業実習等を担任する教 33,083 280,364員の場合給料月額の5/100（管理職手当受給者は3/100）義務教育等教 小中学校等に勤務する 千円 円員特別手当 教員の場合 574,018 69,9172,900円～8,000円農林業普及指 農業又は林業に関する 千円 円導手当 改良普及事業に従事す 14,644 252,483る普及指導員の場合給料月額の 7/ 1 0 0 (上限額22,000円)(管理職手当受給者は1/100)宿日直手当 宿日直勤務を命ぜられ 同じ 千円 円た場合 506,013 373,166勤務様態に応じ 4,400円～22,000円管理職員特別 管理職手当支給対象職 同じ 千円 円勤務手当 員が臨時又は緊急の必 6,972 12,723要等により週休日等に勤務した場合６時間以下4,000円～12,000円６時間超6,000円～18,000円週休日等以外の日に勤務した場合2,000円～ 6,000円夜間勤務手当 正規の勤務時間として 同じ 千円 円午後 1 0時 から翌日の午 206,721 163,545前５時までの間に勤務することを命ぜられた場合１時間当たりの給与額×0.25×時間数休日勤務手当 休日等において正規の 同じ 千円 円勤務時間中に勤務する 666,570 451,912ことを命ぜられた場合１時間当たりの給与額×1.35×時間数



５ 特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）５ 特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）５ 特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）５ 特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）区 分 給 料 月 額 等給 知 事 １，０ ９２，６ ００円 （１，２ １４，０ ００円 ）料 副 知 事 ８ ９９，６ ５０円 （ ９ ４７，０ ００円 ）報 議 長 ８ ６ ０ ，０ ０ ０円 （ ９ ６ ５， ０ ０ ０円 ）副 議 長 ７ ５ ０ ，０ ０ ０円 （ ８ ４ ３， ０ ０ ０円 ）酬 議 員 ７ ０ ０ ，０ ０ ０円 （ ７ ７ ８， ０ ０ ０円 ）（令和元 年度支給 割合）期 知 事 ３． ４０ 月分末 副 知 事 ３．４ ０ 月分手 （令和元 年度支給 割合）当 議 長 ３ ．３５ 月分副 議 長 ３．３５ 月 分議 員 ３．３５ 月 分退 （算 定方式） （ １期の手 当額）（支給 時期）職 知 事 1,2 14千 円 × 在 職月 数 × 0 .60 9 35 ,4 87, 648円 （ 任 期 毎）手 副 知 事 9 47千 円 × 在 職月 数 × 0 .43 5 19 ,7 73, 360円 （ 任 期 毎）当（注）１ 給料の( )内は、減額措置を行う前の金額です。２ その他の手当としては、知事及び副知事に対し地域手当（支給率４％）が支給されます。３ 退職手当の「１期の手当額」は、令和２年４月１日現在の条例本則の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。



６ 公営企業職員の状況６ 公営企業職員の状況６ 公営企業職員の状況６ 公営企業職員の状況（１）水道事業（１）水道事業（１）水道事業（１）水道事業①①①① 職員給与費の状況職員給与費の状況職員給与費の状況職員給与費の状況区 分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める (参考)実質収支 職員給与費比率 元年度の総費用に占Ａ Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率元年度 千円 千円 千円 ％ ％9,415,539 2,539,032 428,301 4.5 4.5（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費１７９，１３５千円を含まない。区 分 職員数 給 与 費 一人当たり (参考)都道府県平均Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費元年度 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円76 297,283 86,877 127,994 512,154 6,739 6,958（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。２ 職員数は、令和２年３月３１日現在の人数です。（その他）上記のほか、職員の給料等について、以下の率で減額を行っています。・令和２年４月～令和３年３月‥０．５％～３．０％（※給与減額については、平成１５年度から実施）②②②② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和２年４月１日現在）職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和２年４月１日現在）職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和２年４月１日現在）職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和２年４月１日現在）区 分 平均年齢 基本給 平均月収額奈 良 県 44.3 歳 370,975 円 656,734 円団 体 平 均 43.5 歳 361,318 円 578,084 円（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。③③③③ 職員の手当の状況職員の手当の状況職員の手当の状況職員の手当の状況ア 期末手当・勤勉手当奈 良 県 一 般 行 政 職１人当たり平均支給額（令和元年度） １人当たり平均支給額（令和元年度）1,684 千円 1,668千円（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当2.60 月分 1.90 月分 2.60 月分 1.90 月分( 1.45 )月分 ( 0.90 )月分 ( 1.45 )月分 ( 0.90 )月分（加算措置の状況） （加算措置の状況）職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置・役職加算 ５～２０％ ・役職加算 ５～２０％・管理職加算１０～２０％ ・管理職加算１０～２０％（注）( )内は、再任用職員に係る支給割合です。



イ 退職手当（令和２年４月１日現在）奈 良 県 団 体 平 均（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年勤 続 2 0 年 19.6695 月分 24.586875 月分 勤 続 2 0 年 19.6695 月分 24.586875 月分勤 続 2 5 年 28.0395 月分 33.27075 月分 勤 続 2 5 年 28.0395 月分 33.27075 月分勤 続 3 5 年 39.7575 月分 47.709 月分 勤 続 3 5 年 39.7575 月分 47.709 月分最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 最高限度額 47.709 月分 47.709 月分その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2%～ 30%加算） （2%～ 30%加算）1人当たり平均支給額 19,865千円 1人当たり平均支給額 1,748千円 21,434千円（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。ウ 地域手当（令和２年４月１日現在）支 給 実 績（令和元年度決算） 21,232 千円支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 279,365 円支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）奈良市又は大和郡 7.1 ％ 59 人 7.1 ％山市桜井市又は御所市 5.1 ％ 20 人 5.1 ％（注）本県は異動保障は行っていません。



エ 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）支給実績（令和元年度決算） 498 千円支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 14,233 円職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 46.1 ％手当の種類（手当数） 5種類手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 支給実績 支給単価（R1年度決算）高所作業に従事する 職員が、地上、水面上又は床面上おおむ 千円 日額370円職員の特殊勤務手当 ね 10ｍ以上の足場の不安定な箇所で、測 17量、調査、監督、保守点検又は営繕の作業に従事したとき。用地取得等の交渉業 庁舎外において用地の取得のための交渉 千円 日額300円～1,100円務に従事する職員の 又は管理者が管理する土地の境界の確定 0特殊勤務手当 のための交渉のうち困難な業務に従事したとき。管路保守作業手当 送水管等の弁及び電気防食設備の点検、 千円 日額370円修理又は操作の作業に従事したとき。 116坑内作業に従事する 職員が、管きょ内又は掘削中のトンネル 千円 日額370円～530円職員の特殊勤務手当 坑内で、測量、調査、監督又は保守点検 0の業務に従事したとき。毒物又は劇物等の取 試験、研究、検査又は浄水業務のため、 千円 日額300円扱作業に従事する職 毒物又は劇物を取り扱う作業に従事した 366員の特殊勤務手当 とき。オ 時間外勤務手当支 給 実 績 （ 令 和 元 年 度 決 算 ） 19,500 千円職員１人当たり平均支給年額（R1年度決算） 257 千円支 給 実 績 （ 平 成 ３ ０ 年 度 決 算 ） 29,206 千円職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） 349 千円（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象 とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。カ その他の手当（令和２年４月１日現在）支給実績 一 般 行 政 支給職員１人当たり手 当 名 （ R1年度決算） 職 の 制 度 平 均 支 給 年 額との異同 （ R1年度決算）扶 養 手 当 10,198千円 同 248,734円住 居 手 当 5,752千円 同 302,711円通 勤 手 当 12,206千円 同 169,533円管 理 職 手 当 13,579千円 同 754,401円管理職特別勤務手当 61千円 同 6,100円休 日 勤 務 手 当 4千円 同 3,580円



第３ 職員の任免の状況第３ 職員の任免の状況第３ 職員の任免の状況第３ 職員の任免の状況

１ 採 用１ 採 用１ 採 用１ 採 用（平成31年4月1日～令和2年3月31日）（平成31年4月1日～令和2年3月31日）（平成31年4月1日～令和2年3月31日）（平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：人）区分 合 計 競争試験 選 考 任期付職員 再任用職員職種 常勤 非常勤 常勤 非常勤一般行政職 211 128 6 15 58 4研究職 9 3 1 1 4医療職 18 13 5福祉職 6 6企業職技能労務職 10 7 3教育職 798 336 146 314 2警察職 90 66 24合 計 1,142 197 362 162 412 9
２ 退 職２ 退 職２ 退 職２ 退 職（平成31年4月1日～令和2年3月31日）（平成31年4月1日～令和2年3月31日）（平成31年4月1日～令和2年3月31日）（平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：人）区分 合 計 定年退職 勧奨 ･早期 その他 任期満了職種 任期付 再任用常勤 非常勤 常勤 非常勤一般行政職 243 110 21 52 19 15 26研究職 17 10 1 3 3医療職 17 3 7 2 2 3福祉職 1 1企業職技能労務職 18 3 1 6 8教育職 966 329 70 107 146 310 4警察職 88 57 2 27 2合 計 1,350 512 94 197 170 335 42

第４ 勤務時間その他の勤務条件等の状況第４ 勤務時間その他の勤務条件等の状況第４ 勤務時間その他の勤務条件等の状況第４ 勤務時間その他の勤務条件等の状況

１ 勤務時間１ 勤務時間１ 勤務時間１ 勤務時間１週間の １日の正規の 正規の 開始時刻 終了時刻 休憩時間 備考勤務時間 勤務時間 １２時００分３８時間 ７時間 ８時３０分 １７時１５分 ～４５分 ４５分 １３時００分（注）１ 特別の形態で勤務する必要のある職員で上記により難いものについては、所属長が別に定めています。２ 県立の高等学校、特別支援学校及び市町村立の小中学校の勤務時間については、学校長が別に定めています。



２ 休暇制度の概要２ 休暇制度の概要２ 休暇制度の概要２ 休暇制度の概要(1) 年次有給休暇の取得状況（平成31年1月1日～令和元年12月31日）(1) 年次有給休暇の取得状況（平成31年1月1日～令和元年12月31日）(1) 年次有給休暇の取得状況（平成31年1月1日～令和元年12月31日）(1) 年次有給休暇の取得状況（平成31年1月1日～令和元年12月31日）（概要）暦年により２０日付与し、未取得分は２０日を限度として翌年へ繰り越されます。任命権者の別 平均取得日数知事部局等 12.3日教育委員会 8.71日警察 8.8日（注）１ 知事部局等には、知事部局、教育委員会以外の各行政委員会事務局及び水道局を含みます。２ 教育委員会には、県立学校、特別支援学校及び市町村立の小中学校の教職員は、含みません。(2) 特別休暇等の概要（令和2年4月1日現在）(2) 特別休暇等の概要（令和2年4月1日現在）(2) 特別休暇等の概要（令和2年4月1日現在）(2) 特別休暇等の概要（令和2年4月1日現在）区 分 付与日数負傷又は疾病による療養のため勤務しないことがや ９０日（結核性疾患は１２月）の範囲むを得ないと認められる場合 内感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す その都度必要と認められる期間る法律第 33条の規定による交通の制限又は遮断により勤務が不可能となった場合風水震火災その他の災害による交通の遮断により勤 その都度必要と認められる期間務が不可能となった場合風水震火災その他の災害により職員の現住居が滅失 １週間を超えない範囲内（連続する７又は破壊された場合 日間）でその都度必要と認められる期間交通機関の事故等による不可抗力の場合 その都度必要と認められる期間裁判員、証人、鑑定人、参考人等として官公署の呼 その都度必要と認められる期間出に応ずる場合骨髄ドナー登録のため又は骨髄移植のため、配偶者、 その都度必要と認められる期間父母等の近親者以外の者に骨髄液を提供するために勤務しないことがやむを得ないと認められるとき。職員が自発的にかつ報酬を得ないで、次の社会に貢 １年に５日の範囲内献する活動を行う場合ア 相当規模の災害が発生した被災地又は周辺地域での被災者支援活動イ 身体障害者療護施設、特別養護老人ホーム等での活動ウ 障害、負傷又は疾病により常態として日常生活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活動選挙権その他公民としての権利を行使する場合 その都度必要と認められる期間妊娠中の女性職員が母胎保護のために通勤による混 始業又は終業に連続して１日90分を超雑緩和が必要と認められる場合 えない範囲妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が保健指導又 １回につき、１日の勤務時間の中で必は健康診査を受ける場合 要と認められる期間



○妊娠満 23週まで １回／４週○妊娠満 24～35週まで １回／２週○妊娠満 36週～出産 １回／１週○出産後１年 その間に１回職員の出産の場合 以下のいずれかの期間の中で職員が請求した期間ア 出産予定日より８週間前（多胎妊娠の場合は 14週間前）の日から産後８週間を経過する日までの期間イ 産前の休暇を始める日から 16週間（多胎妊娠の場合は 22週間）を経過する日までの期間生理日に勤務することが著しく困難である場合 １回につき２日以内職員が１歳３月未満の子を養育する場合 １日２回、１回につき 30分以内職員の婚姻の場合 ７日を超えない期間父母、配偶者、子の祭日の場合 慣習上最小限度必要と認められる期間忌引の場合 配偶者 ･･･10日 実父母 ･･･７日子 ･･･７日 実祖父母 ･･･３日など夏季休暇 ７月から９月までの期間内において５日の範囲内当該年度で満 40歳又は満 50歳に達する職員が、旅行 ３日以内等によりリフレッシュを図る場合１２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間 １年で５日の範囲内にある子の看護のため勤務しないことが相当と認められる場合短期介護休暇 ６日以上の要介護状態の場合、１年で５日の範囲内配偶者の出産に伴い勤務しないことが相当と認めら ３日の範囲内れる場合配偶者が出産する場合で出産予定日より８週間前（多 ５日の範囲内胎妊娠の場合は 14週間前）の日から産後８週間を経過する日までの期間において、出産に係る子又は小学校就学前の子を養育するため、勤務しないことが相当と認められる場合
３ 育児休業その他の休業の概要３ 育児休業その他の休業の概要３ 育児休業その他の休業の概要３ 育児休業その他の休業の概要(1) 育児休業等の概要(1) 育児休業等の概要(1) 育児休業等の概要(1) 育児休業等の概要（概要）ア 育児休業 ･･･地方公務員の育児休業等に関する法律（以下「育児休業法」といいます。）第２条第１項の規定により、満３歳までの子を養育するために全日取得できます。



イ 部分休業･･･育児休業法第１９条第１項並びに職員の育児休業等に関する条例（以下「育児休業条例」といいます。）第２７条第１項の規定により、子を養育するために１日の勤務時間の一部を休業することができます（子が小学校の始期に達するまでの期間に１日２時間まで）。ウ 育児休業条例に基づく子育てのための休業･･･育児休業条例第２８条第１項及び第４項の規定により、子を養育するために１日の勤務時間の一部を休業することができます（子が９歳に達する日以後最初の３月３１日までの期間に週１８時間４５分まで）。※育児休業又は部分休業により勤務しない時間は無給です。取得状況取得状況取得状況取得状況 （単位：人）（ア）育児休業 （イ）部分休業 （ウ）条例に基づく休業任命権者 元年度中に 30年度から 計 元年度中に 30年度から 計 元年度中に 30年度から 計新たに取得 継続取得 新たに取得 継続取得 新たに取得 継続取得知事 男性職員 15 2 17 6 3 9 1 1部局等 女性職員 33 61 94 55 48 103 15 30 45教育 男性職員 8 8委員会 女性職員 306 265 571 61 6 67 13 13警察 男性職員 1 1女性職員 20 37 57 12 15 27 2 6 8合計 男性職員 24 2 26 6 3 9 1 1女性職員 359 363 722 128 69 197 30 36 66計 383 365 748 134 72 206 31 36 67１ 知事部局等には、知事部局、教育委員会以外の各行政委員会事務局及び水道局を含みます。２ 教育委員会には、県立学校、特別支援学校及び市町村立の小中学校の教職員は、含みません。
(2) 介護休暇及び介護時間の概要(2) 介護休暇及び介護時間の概要(2) 介護休暇及び介護時間の概要(2) 介護休暇及び介護時間の概要（概要）ア 介護休暇 ･･･職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母等が、負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある場合、その介護のために３回を超えず、かつ、通算して６月の期間内において必要と認められる期間、介護休暇を取得できます。イ 介護時間･･･職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母等が、負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある場合、その介護のために連続する３年の期間内において１日につき２時間を超えない範囲で勤務時間の一部を勤務しないことができます。※介護休暇及び介護時間により勤務しない時間は無給です。



（（（（介護休暇）介護休暇）介護休暇）介護休暇） （単位：人）任命権者 Ｒ元年度 要介護者の別 取得形式の別取得者数 配偶者 実父母 子 義父母 祖父母 その他 全日型 時間型知事 男性職員 2 1 1 1 1部局等 女性職員 3 1 1 1 2 1教育 男性職員 3 1 2 3委員会 女性職員 16 4 7 4 1 16警察 男性職員 1 1 1女性職員男性職員 6 3 3 5 1合計 女性職員 19 5 7 5 2 18 1計 25 8 10 5 2 23 2（注）１ 知事部局等には、知事部局、教育委員会以外の各行政委員会事務局及び水道局を含みます。２ 教育委員会には、県立学校、特別支援学校及び市町村立の小中学校の教職員は、含みません。（（（（介護時間）介護時間）介護時間）介護時間） （単位：人）任命権者 Ｒ元年度 要介護者の別取得者数 配偶者 実父母 子 義父母 祖父母 その他知事 男性職員部局等 女性職員 1 1教育 男性職員委員会 女性職員 2 2警察 男性職員女性職員 1 1男性職員合計 女性職員 4 3 1計 4 3 1（注）１ 知事部局等には、知事部局、教育委員会以外の各行政委員会事務局及び水道局を含みます。２ 教育委員会には、県立学校、特別支援学校及び市町村立の小中学校の教職員は、含みません。(3) 修学部分休業と高齢者部分休業の概要(3) 修学部分休業と高齢者部分休業の概要(3) 修学部分休業と高齢者部分休業の概要(3) 修学部分休業と高齢者部分休業の概要（概要）ア 修学部分休業･･･地方公務員法第 26条の２の規定により、公務の運営に支障がなく、かつ、公務に関する能力の向上に資すると認めるときは、学校教育法に定める教育施設における修学のため、２年を超えない範囲で勤務時間の一部を休業することができます。イ 高齢者部分休業･･･地方公務員法第 26条の３の規定により、公務の運営に支障がなく、定年退職日から５年を超えない範囲内で遡った日以後で、申請した日から定年退職日までの期間、勤務時間の一部を休業することができます。



①元年度修学部分 ②元年度高齢者部分任命権者 休業取得者 休業取得者知事部局等 男性職員女性職員教育委員会 男性職員女性職員警察 男性職員女性職員合計 男性職員女性職員計（注）１ 知事部局等には、知事部局、教育委員会以外の各行政委員会事務局及び水道局を含みます。２ 教育委員会には、県立学校、特別支援学校及び市町村立の小中学校の教職員は、含みません。(4) 配偶者同行休業の概要(4) 配偶者同行休業の概要(4) 配偶者同行休業の概要(4) 配偶者同行休業の概要（概要）配偶者がおおむね 6ヶ月以上継続して海外滞在をするときに、同行する場合に３年を超えない範囲で休業が認められます。配偶者同行休業の対象となる配偶者が外国に滞在する理Ｒ元年度 由取得者数 外国での勤務 事業経営その 外国の大學に他個人が業と おける修学 その他任命権者 して行う活動知事部局等 男性職員女性職員教育委員会 男性職員女性職員 4 4警察 男性職員女性職員合計 男性職員女性職員 4 4計 4 4（注）１ 知事部局等には、知事部局、教育委員会以外の各行政委員会事務局及び水道局を含みます。２ 教育委員会には、県立学校、特別支援学校及び市町村立の小中学校の教職員は、含みません。(5) 自己啓発等休業の概要(5) 自己啓発等休業の概要(5) 自己啓発等休業の概要(5) 自己啓発等休業の概要（概要）公務の運営に支障がなく、かつ当該職員の公務能力の向上に資すると認められる場合で、大学等課程の履修で2年（特に必要な場合は3年）、国際貢献活動で3年の範囲内で休業が認められます。



Ｒ元年度 大学等課程 国際貢献活動任命権者 取得者数 の履修知事部局等 男性職員 1 1女性職員教育委員会 男性職員女性職員 1 1警察 男性職員女性職員合計 男性職員 1 1女性職員 1 1計 2 2（注）１ 知事部局等には、知事部局、教育委員会以外の各行政委員会事務局及び水道局を含みます。２ 教育委員会には、県立学校、特別支援学校及び市町村立の小中学校の教職員は、含みません。(6) 大学院修学休業の概要(6) 大学院修学休業の概要(6) 大学院修学休業の概要(6) 大学院修学休業の概要（概要）教育公務員特例法第 26条第１項の規定により、公立学校の教諭等が専修免許状を取得することを目的に、大学院の課程等を履修するため、３年を超えない範囲で休業することができます。任命権者 元年度中に 30年度から 計新たに取得 継続取得教育委員会 男性職員女性職員 1 1計 1 1（注） 教育委員会には、県立学校、特別支援学校及び市町村立の小中学校の教職員は、含みません。
４ 服務４ 服務４ 服務４ 服務(1) 職務専念義務免除の承認(1) 職務専念義務免除の承認(1) 職務専念義務免除の承認(1) 職務専念義務免除の承認（概要）地方公務員法第 35条の規定により、職員は、その職務に専念する義務を負っていますが、「職務に専念する義務の特例に関する条例」及び「職務に専念する義務の特例に関する規則」の定めに適合する場合には、その義務の免除につき承認できます。区 分研修を受ける場合（条例第２条第１号）厚生に関する計画の実施に参加する場合（条例第２条第２号）その他人事委員会が定める場合（条例第２条第３号）勤務条件に関する措置の要求又はその審査へ出頭する場合（規則第１号）不服申立をし、又はその審理に出頭する場合（規則第２号）



苦情相談に係る事情聴取（規則第３号）当局に対して不満を表明し、又は意見を申し出る場合（規則第４号）本県の特別職としての地位を兼ね、その職務に従事する場合（規則第５号）職務に関連ある国家公務員又は他の地方公共団体の公務員としての職を兼ね、その職務に従事する場合（規則第６号）本県の行政の運営上その地位を兼ねることが特に必要と認められる団体等の地位を兼ね、その職務に従事する場合（規則第７号）国又は地方公共団体の実施する競争試験等を受ける場合（規則第８号）その他任命権者が必要と認め、人事委員会の承認を得た場合（規則第９号）(2) 職務外従事の許可(2) 職務外従事の許可(2) 職務外従事の許可(2) 職務外従事の許可（概要）地方公務員法第 38条の規定により、職員は、営利を目的とする私企業を営むことを目的とする団体の役員等への就任、自ら営利を目的とする私企業の経営、報酬を受けての事業への従事などは禁止されていますが、「職員の営利企業等の従事制限に関する規則」に定める基準に適合する場合には許可できます。区 分単に名目的のものであって、職務の遂行に支障を来たさず、且つ、職員の占める職と密接な関係がないと認められる場合（規則第３条第１号）職務の遂行に支障を来たさない範囲において、任命権者が特殊の事情があると認めた場合（規則第３条第２号）信用失墜行為の発生のおそれがないものであって、職務の遂行に支障を来たさず、且つ、職員の占める職と密接な関係がないと認められる場合（規則第４条第１号）上欄の場合で、職員の占める職と密接な関係がある場合においても、任命権者が特殊な事情があると認めた場合（規則第４条第２号）職員団体の業務に専ら従事する場合（規則第４条第３号）(3) 教員の兼職の許可(3) 教員の兼職の許可(3) 教員の兼職の許可(3) 教員の兼職の許可（概要）教育公務員特例法第 17条の規定により、教育に関する他の職を兼ね、又は教育に関する他の事業若しくは事務に従事することが本務の遂行に支障がないと認める場合に許可します。



５ 分限及び懲戒５ 分限及び懲戒５ 分限及び懲戒５ 分限及び懲戒(1) 分限処分事由別件数(1) 分限処分事由別件数(1) 分限処分事由別件数(1) 分限処分事由別件数（概要）地方公務員法第 28条の規定により、公務能率を維持することを目的として、職員がその職務を十分に果たすことができない一定の事由がある場合に、職員の意に反して行う処分です。任命権者 事 由 降任 免職 休職 降給 合計勤務実績が良くない場合知事部局等 （法第２８条第１項第１号）心身の故障の場合（法第２８条第１項第２号、第２項第１号） 80 80職に必要な適格性を欠く場合（法第２８条第１項第３号） 1 1職制等の改廃等により過員等を生じた場合（法第２８条第１項第４号）その他小 計 1 80 81勤務実績が良くない場合教育委員会 （法第２８条第１項第１号）心身の故障の場合（法第２８条第１項第２号、第２項第１号） 174 174職に必要な適格性を欠く場合（法第２８条第１項第３号）職制等の改廃等により過員等を生じた場合（法第２８条第１項第４号）その他小 計 174 174勤務実績が良くない場合警察 （法第２８条第１項第１号）心身の故障の場合（法第２８条第１項第２号、第２項第１号） 21 21職に必要な適格性を欠く場合（法第２８条第１項第３号）職制等の改廃等により過員等を生じた場合（法第２８条第１項第４号）その他小 計 21 21合 計 1 275 276（注）１ 知事部局等には、知事部局、教育委員会以外の各行政委員会事務局及び水道局を含みます。２ 複数の事由に該当する場合には、主たる事由において計上しています。(2) 懲戒処分事由別件数(2) 懲戒処分事由別件数(2) 懲戒処分事由別件数(2) 懲戒処分事由別件数（概要）地方公務員法第 29条の規定により、公務における秩序を維持することを目的として、職員の一定の服務義務違反に対して行う処分です。



任命権者 事 由 戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等法令違反知事部局等 （法第２９条第１項第１号） 1 3 4職務上の義務違反または怠慢（法第２９条第１項第２号） 6全体の奉仕者たるにふさわしくない非行（法第２９条第１項第３号）小 計 1 3 4 6法令違反教育委員会 （法第２９条第１項第１号） 3 4 7職務上の義務違反または怠慢（法第２９条第１項第２号） 17全体の奉仕者たるにふさわしくない非行（法第２９条第１項第３号） 2 2 16小 計 2 3 4 9 33法令違反警察 （法第２９条第１項第１号） 1 1 1 3職務上の義務違反または怠慢（法第２９条第１項第２号）全体の奉仕者たるにふさわしくない非行（法第２９条第１項第３号）小 計 1 1 1 3合 計 2 3 7 4 16 39（注）１ 知事部局等には、知事部局、教育委員会以外の各行政委員会事務局及び水道局を含みます。２ 複数の事由に該当する場合には、主たる事由において計上しています。
６ 職員研修６ 職員研修６ 職員研修６ 職員研修(1) 知事部局等(1) 知事部局等(1) 知事部局等(1) 知事部局等ア 職位基本研修ア 職位基本研修ア 職位基本研修ア 職位基本研修研修名 対象者 延べ日数 主な研修内容新規採用職員 令和元年度 ９日 組織の一員としての自覚や心構えを養い、県民全研修 新規採用職員 体の奉仕者としての公務員意識の確立を図る。即（前期） 戦力となるよう職務に必要な基礎知識や技能を習得することに重点を置き、職場への円滑な適応を図る。（後期） ７日 入庁後の生活を振り返りながら、組織や職場における自分の役割と仕事の進め方を再確認し、自己の能力開発の必要性を意識する。政策形成の基本的な考え方を理解するため、政策形成のプロセスを通じて課題解決能力を養う。採用２年目職員 採 用 2 年 目 の 職 ６日 職場での経験を踏まえ、座学と福祉活動における福祉体験研修 員 体験型の研修を通じて、福祉の視点から、県民や現場の目線に立って仕事を進めることの重要性を理解する。業務内外で円滑な人間関係を築くためのコミュニケーション力を養う。



採用３年目職員研修 採 用 3 年 目 の 職 １０日 採用３年目を迎える若手職員として、組織におけ員 る自らの役割を再認識し、自立的に業務を遂行するために必要な知識及び技能を習得する。中堅職員研修 採 用 8 年 目 の 職 １２日 政策立案に至るプロセスを経験し、実践的な政策員 形成能力を身につけ、組織内での主体的行動力を養う。採用２５年目研修 採 用 2 5年 目 の ５日 採用２５年目を迎え、公務員としての心構えや役職員 割を再認識し、実務の中心となる存在であることを意識する。関係者と調整しながら、問題発見・企画提案を率先垂範する力を養う新任係長級研修 新任係長級の職 ５日 監督者として、部下の指導・育成を中心とした職員 場管理の知識や技術を習得する。第一線の実務責新任係長級研修 ３日 任者として業務を円滑に遂行していくための能力（人権問題指導者養成研修） を向上させる。人権問題に対する正しい理解と知識を深め、人権新任係長級研修 ３日 問題職場研修を実践し、職場研修の推進役として（人権問題指導者養成事後研修） の指導能力を向上させる。新任課長補佐級研修 新任課長補佐級 ５日 部下育成、組織運営など管理者の果たすべき役割の職員 とその実践方法を習得する。人事評価制度を理解し、評価者としてのスキルを習得する。新任課長補佐級研修 前年度の新任課 １日 人事評価制度を理解し、評価者としての実務能力（評価者研修フォローアップ） 長補佐級研修修 の向上を図る。了者新任課長級研修 新任課長級の職 ３日 組織の管理者として、人材育成を含めた組織マネ員 ジメント能力を向上させるとともに、危機管理の重要性を理解し、実践的なスキルを習得する。人権問題研修 部 長 ・ 次 長 級 ０．５日 人権問題に対する正しい理解と認識を深めるとと（役付職員） お よ び 課 長 級 もに、積極的に人権問題の解決に取り組む判断力の職員 と実践力の習得を図る。イ 能力開発研修イ 能力開発研修イ 能力開発研修イ 能力開発研修Ⅰ 知識・技能Ⅰ 知識・技能Ⅰ 知識・技能Ⅰ 知識・技能研修名 対象者 延べ日数 研修内容自治体法務 全職員 １日 条例、規則、告示等の具体的な事務の流れ、詳細な手続等、法制執務の基礎を身につける。わかりやすい文章を 全職員 １日 相手に伝わる書き方のポイントを理解することで、書くコツ わかりやすい文章を書くコツをつかみ、説明資料や報告書の作成に活用する。企業会計 全職員 ２日 簿記３級程度の簡単な決算書や精算表の作成を行い、財務諸表の仕組みを理解しながら、法人の決算書を読む演習を通して、経営分析の基本的な考え方を理解する。経営分析 全職員 ２日 財務諸表の基礎知識を有する職員が、事例を通し



て財務分析能力を高め、法人の経営状況を分析する手法を身につける。エクセル応用 全職員 ２日 エクセルの基本操作ができる中級者が、さまざまな関数やマクロを使った自動処理など、業務に活用できるエクセルの応用的な操作方法を習得する。アクセス入門 全職員 ２日 アクセスを活用するための基本的な機能を理解し操作方法を習得する。パワーポイント応用 全職員 １日 グラフィック機能やレイアウト機能を使った効果的なスライド作成や、マルチメディア機能の使い方など、より実践的なテクニックを学び、資料作成やプレゼンテーションに活用する。Ⅱ 業務遂行能力Ⅱ 業務遂行能力Ⅱ 業務遂行能力Ⅱ 業務遂行能力研修名 対象者 延べ日数 研修内容情報の読解力を鍛え 全職員 １日 情報の分析・活用の基本となる考え方を、様々なる 事例をもとに学ぶことにより、情報を効果的にかつ適切に業務に活用できるよう、情報の読解力を身につける。基礎から学ぶ統計学 全職員 ２日 事例を通して統計学の面白さを知るとともに、エクセルでの統計データ処理・分析方法を身につけ、統計を政策に反映させる考え方を理解する。業務改善力向上 全職員 １日 日常業務の課題をどうとらえ、具体的にどう改善～ トヨタ生産方式の秘密～ していくかのヒントを知り、個々の業務改善に役立てることで組織の業務効率につなげる。魅力的な情報誌の作 全職員 ２日 情報誌・広報誌の企画作成の事例を通して、公文り方～ 企画から編集まで～ 書との違いや、読みたいと思わせる紙面作りのポイントを学び、効果的な広報につなげる。図解思考力向上 全職員 １日 言葉で伝えるよりも明確でわかりやすい「図解」～ 複雑な情報を「図解」で整理する の表現方法のコツを学び、図解思考による情報整～ 理術を理解する。人をひきつけるプレ 全職員 １日 企画提案から事業説明会まで、相手をひきつけるゼンテーション プレゼンテーションの基本的な手法を身につける。ワンペーパー資料作 全職員 ３日 わかりやすい資料づくりのコツを理解し、効果的成 に伝えるためのポイントを習得する。Ⅲ 折衝・調整力Ⅲ 折衝・調整力Ⅲ 折衝・調整力Ⅲ 折衝・調整力研修名 対象者 延べ日数 研修内容サポートが必要な人 全職員 ２日 高齢者や障害がある人など、サポートが必要な人への接し方 の立場や思いを事例とワークを通して理解することにより、どんな人にでも思いやりをもった対応ができる力を身につける。現場で活かすクレー 全職員 １日 事例をもとにクレーム対応の基本を理解し、各自ム対応 が体験したクレーム事例について対応方法を検討することやクレーム対応の演習を通して、より実践的な対応スキルを身につける。話し方・説明力向上 全職員 ２日 考えをまとめ、相手にわかりやすく自分の意図を



伝える話し方を身につけることにより、コミュニケーション力を高める。意図を引き出す質問 全職員 １日 使い方によって、相手の意図を引き出し、折衝・力 交渉につないだり、相手の行動を促したりできる「質問力」を身につけることで、コミュニケーション力を高める。プラス思考のすすめ 全職員 １日 行き詰まりを感じたときの気持ちの切り替え方な～ 柔軟な発想で壁を乗り越える～ ど、自分を元気にするヒントを得ることで、より前向きで積極的な対人能力を身につける。業務を円滑にするコ 全職員 １日 実例を用いて、自身のコミュニケーションにおけミュニケーション るギャップに気づき、業務が円滑になるためのコミュニケーションを学ぶ。ビジネス交渉術 全職員 １日 「WIN-WIN交渉術」を手本に、相手を尊重しつつ交渉を成功させるアサーションスキルなど実践的なスキルを学ぶことで、交渉現場での対応力を高める。ウ その他の研修所研修ウ その他の研修所研修ウ その他の研修所研修ウ その他の研修所研修研修名 対象者 延べ日数 研修内容所属長マネジメント 各所属長 ０．５日 所属長として、人材育成を含めた組織マネジメン研修 ト能力を向上させるとともに、働きやすい職場環境づくりの取組の推進について理解を深める。新規採用職員 新 規 採 用 職 員 １日 新規採用職員指導担当者としての心構えと役割を指導担当者研修 指導担当者 学ぶ。新規採用職員 新規採用職員 １日 指導担当者になってからの半年間を振り返り、新指導担当者 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 指導担当者 規採用職員への指導の中で見えてきた課題を見つ研修 め、その解決について考える。子育て世代ワークラ 概 ね 平 成 3 0年 １日 多様な働き方の必要性について理解するとともに、イフバランス実現支 ４ 月 １ 日 以 降 仕事と生活を調和させ、長く働き続けるための意援研修（子育て支援 に 育 児 休 業 か 識づくりを行う。研修） ら 復 帰 し た 者及 び 受 講 を 希望する職員子育て世代ワークラ 産 前 産 後 休 暇 ０．５日 職場復帰後に利用可能な制度及びその手続き等にイフバランス実現支 中 又 は 育 児 休 ついて周知するとともに、子育て経験のある職員援研修（産休・育休 業 中 の 受 講 を との意見交換を通じて、復帰時における不安を解職員復帰支援研修） 希望する職員 消し、円滑な職場復帰を支援する。女性職員キャリア支 係 長 昇 任 前 の １日 現在自身が持っているスキルや強みに気づき、組援研修（キャリアデ 女性職員 織や生活の中で求められる役割を意識しながら前ザイン研修Ⅰ） 向きにキャリアをとらえ、安心して働き続けられるよう、これからの自分を考える機会とする。女性職員キャリア支 採用 5年目の女 １日 今後迎えるライフステージの変化等を踏まえ、自援研修（キャリアデ 性 職 員 及 び 受 身のキャリアを前向きに描くことで高いモチベーザイン研修Ⅱ） 講 を 希 望 す る ションを維持しながら安心して働き続けられるよ女性職員 う、これからの自分を考える機会とする。



臨時・非常勤職員研 臨 時 的 任 用 職 ３日 公務職場で働く職員として服務規律や接遇・マナ修 員 、 日 日 雇 用 ー等の基本的な心構えを学び、県民対応力の向上職 員 、 嘱 託 職 を図る。員 、 育 児 休 業代 替 任 期 付 職員エ 派遣研修エ 派遣研修エ 派遣研修エ 派遣研修研修名 対象者 延べ日数 派 遣 先民間派遣研修 満40歳以下の職員 約１ヶ月間 企業自治大学校派遣研修 係長以上または相当する職員 約５ヶ月間 第１部課程係長以上または相当する職員 約３週間 第１部・第２部特別課程税務経験のある係長級以上ま 約３週間 税務専門課程（税務・徴収コース）たは相当する職員人材育成担当部局の係長級以 ３日間 人材育成担当部局幹部セミナー上または相当する職員政策研究大学院大学 派遣を希望する職員（大学に １年間 公共政策プログラム（防災・危機管理派遣研修 おいて論文・英語・面接の審 コース）査あり） まちづくりプログラム（一財）自治体国際 派遣を希望する職員 ３年間 東京本部（１年目）化協会派遣研修 パリ事務所（２～３年目）(2) 教育委員会(2) 教育委員会(2) 教育委員会(2) 教育委員会ア 教職員の経験年数に応じた研修研修名 対象者 延べ日数 研修内容幼稚園等新規採用教 幼 稚 園 等 新 規 園内研修 新規採用幼稚園等教員が、幼児教育に関わ員研修講座 採 用 教 員 及 び 10日 る基礎的・基本的な内容について理解を深特 別 支 援 学 校 園外研修 め、実践的な指導力を高める研修幼 稚 部 新 規 採 ８日用教員初任者研修講座 小 ・ 中 学 校 、 小 学 校 ･特 別 新規採用教員が、実践的な指導力と使命感高 等 学 校 及 び 支 援 学 校 1 8 を養い、幅広い知見を得るとともに、今日特 別 支 援 学 校 日 、 中 学 校 ･ 的課題や事例に対応できる能力を身に付け、新規採用教員 高等学校17日 資質の向上を図る研修新規採用養護教諭研 小 ・ 中 学 校 、 11日 新規採用養護教諭が職務やその在り方を理修講座 高 等 学 校 及 び 解し、今日的課題や事例に対応できる能力特 別 支 援 学 校 を身に付け、専門性と実践的指導力を高め新 規 採 用 養 護 る研修教諭新規採用栄養教諭研 小 ・ 中 学 校 及 11日 栄養教諭としての心構え及び職務の遂行に修講座 び 特 別 支 援 学 必要な知識や技能等を学び、栄養教諭とし校 新 規 採 用 栄 ての使命感を養い、資質の向上を図る研修養教諭新規採用学校事務職 小 ・ 中 学 校 新 12日 基本的な心構えや学校事務に関する基礎的



員研修講座 規 採 用 学 校 事 事項と服務について理解を深め、学校事務務職員 職員としての自覚と資質の向上を図る研修新規採用実習助手研 高 等 学 校 及 び ２日 新規採用実習助手が、職務やその在り方を修講座 特 別 支 援 学 校 理解させるとともに、今日的諸課題への対新 規 採 用 実 習 応力や使命感を養い、資質の向上を図る研助手 修初期研修講座（２年 小 ・ 中 学 校 、 小学校４日、採用２年目の教員が、実践的な指導力と使目） 高 等 学 校 及 び 中 学 校 ・ 高 命感を養い、幅広い知見を得るとともに、特 別 支 援 学 校 等 学 校 ・ 特 今日的課題や事例に対応できる能力を身にの 採 用 ２ 年 目 別 支 援 学 校 付け、資質の向上を図る研修教員 ２日初期研修講座（３年 小 ・ 中 学 校 、 小学校３日、採用３年目の教員が、実践的な指導力と使目） 高 等 学 校 及 び 中 学 校 ・ 高 命感を養い、幅広い知見を得るとともに、特 別 支 援 学 校 等学校２日、今日的課題や事例に対応できる能力を身にの 採 用 ３ 年 目 特 別 支 援 学 付け、資質の向上を図る研修教員 校１日新規任用臨時講師研 小 ・ 中 学 校 、 ３日 年間任用で教諭歴のない新規任用の臨時講修講座 高 等 学 校 及 び 師が、職務やその在り方を理解し、今日的特 別 支 援 学 校 課題への対応力や使命感を養い、資質の向新 規 任 用 臨 時 上を図る研修講 師 （ 教 諭 歴のない者）中堅教諭等資質向上 小 ・ 中 学 校 、 共通研修５日 学校等における教育活動その他の学校運営研修講座 高 等 学 校 、 特 の円滑かつ効果的な実施において、中核的別 支 援 学 校 の 自己啓発研修 な役割を果たすことが期待される中堅教諭採 用 ４ 年 目 か A・ B・ Dよ り 等として職務を遂行する上で必要とされるら 1 1 年 目 の 教 選択 資質の向上を図る研修員 A 校 内 自 主 研修 B 教 科 等研究会研修C 教 科 等 課 題研 修 D 社 会体験研修養護教諭・栄養教諭 採 用 1 1年 目 の 共通研修２日 学校等における教育活動その他の学校運営・学校事務職員中堅 養 護 教 諭 ・ 栄 専門研修３日 の円滑かつ効果的な実施において、中核的教諭等資質向上研修 養 教 諭 （ 学 校 校内研修５日 な役割を果たすことが期待される中堅教諭講座 栄 養 職 員 在 職 等として職務を遂行する上で必要とされる期 間 を 含 む ） 資質の向上を図る研修・ 学 校 事 務 職員学校事務スキルアッ 採 用 ４ 年 目 か １日 学校事務職員が、職務を遂行する上で必要プ研修講座基礎 ら 1 0 年 目 の 小 専門的知識を身に付け、主体的に校務運営・ 中 学 事 務 職 に参画して業務改善を進めるための実践力員 を養う研修森林環境教育基礎研 小 ・ 中 学 校 及 ２日 森林環境教育の基本的事項について学ぶと修講座 び 特 別 支 援 学 ともに、各校で森林環境体験学習を効果的校 新 規 採 用 教 に実施するための指導力の向上を図る研修



員イ 管理職研修研修名 対象者 延べ日数 研修内容新任校長研修講座 小 ・ 中 学 校 、 ２日 新しく就任した校長が、今日的課題に対応高 等 学 校 及 び した学校経営推進のための専門的な知識等特 別 支 援 学 校 を身に付け、各地域の中核として教育に取新任校長 り組むことを目指す研修幼稚園経営研修講座 幼 稚 園 園 長 又 １日 教育課題に目を向け、幼稚園経営に必要なは教頭（主任） 情報を得るとともに、質の高い保育の提供に向けた園内体制を整え、管理職としての資質の向上を図る研修管理職「人権教育」 小 ・ 中 学 校 、 １日 「人権教育の推進についての基本方針」や研修講座 高 等 学 校 及 び 「人権教育の指導方法等の在り方について特 別 支 援 学 校 〔第三次とりまとめ〕」への理解を深め、人管理職 権尊重の視点に立った学校経営の具体的取組について学ぶ研修新任教頭研修講座 小 ・ 中 学 校 、 ２日 新しく就任した教頭が、職務遂行に必要な高 等 学 校 及 び 知識等を身に付け、今後の学校運営を円滑特 別 支 援 学 校 に進めることを目指す研修新任教頭新任園長研修講座 新 任 園 長 （ 新 １日 新しく就任した園長が、園経営のための専任 教 頭 ・ 主 任 門的な知識等を身に付け、今後の園経営を等を含む） 円滑に進めることを目指す研修子どもの自殺予防研 中 学 校 、 高 等 １日 喫緊の課題である子どもの自殺予防に関す修講座（中・高・特 学 校 及 び 特 別 る取組を推進するため、自殺予防に関する管理職） 支 援 学 校 管 理 理解を深め、自殺予防教育の推進に向けて職 の校内体制づくりに関するスキルを高める研修(3) 警察本部(3) 警察本部(3) 警察本部(3) 警察本部ア 採用時教養ア 採用時教養ア 採用時教養ア 採用時教養研修名 対象者 延べ日数 研修内容初任科 平 成 3 1年 度 新 大卒６ヶ月 警察学校において新規採用者に対する規採用者 短大卒・高卒 各種初任教養10ヶ月一般職員4週職場実習 初任科修了者 大卒３ヶ月 初任科を修了した警察官に対する職場（警察官） 短大卒・高卒 での実習による教養３ヶ月初任補修科 職 場 実 習 修 了 大卒２ヶ月 職場での実習を修了し、再度警察学校者（警察官） 短大卒・高卒 において行う総合的な教養３ヶ月実戦実習 初 任 補 修 科 修 大卒４ヶ月 初任補修科を修了した警察官に対する



了者（警察官） 短大卒・高卒 職場での実習（独力勤務）による教養５ヶ月イ 幹部任用科イ 幹部任用科イ 幹部任用科イ 幹部任用科研修名 対象者 延べ日数 研修内容警部補・巡査部長任 警 部 補 ・ 巡 査 ２週間 警部補・巡査部長昇任者及び昇任予定用科 部 長 昇 任 試 験 者に対して行う中級・初級幹部として合 格 者 （ 近 畿 の任用教養管 区 警 察 学 校入 校 者 を 除く。）ウ 部門別任用科・専科教養ウ 部門別任用科・専科教養ウ 部門別任用科・専科教養ウ 部門別任用科・専科教養研修名 対象者 延べ日数 研修内容看守任用専科 警 察 署 に お け ５日間 看守勤務員として必要な勤務要領、基る看守勤務員 礎的知識技能を修得させる警察安全相談、被害 警 察 安 全 相 談 ５日間 相談業務、被害者支援に必要な専門的者支援専科 を 担 当 す る 警 知識技能及び対応要領を修得させる察職員術科指導者（逮捕術） 術 科 訓 練 の 指 ５日間 術科訓練の指導者として必要な知識、専科 導 者 と し て の 技能及び指導能力を修得させる資 質 を 有 す る警察官拳銃指導者養成専科 拳 銃 訓 練 の 指 ５日間 拳銃訓練の指導者としての必要な知識、導 者 と し て の 技能及び指導能力を習得させる資 質 を 有 す る警察官情報管理専科 情 報 管 理 業 務 ５日間 情報処理技能に精通した「セキュリテを 担 当 す る 警 ィ指導員」を養成する部 補 以 下 の 警察 官 又 は 同 相当 以 下 の 一 般職員定期教養専科 お お む ね ５ 年 警 部 補 対 象 職務倫理教養をはじめ、警察業務の重以 上 の 長 期 に ４日 要課題等の教養を行い、誇りと使命感わ た っ て 学 校 巡 査 部 長 対 を持って職務に精励させることを目的における教養、象４日 とする訓 練 を 受 け て 巡査対象い な い 警 部 補 ４日以 下 の 警 察 官 一 般 職 員 対及 び 同 相 当 職 象３日以 下 の 一 般 職 そ れ ぞ れ １員 回ずつ地域実務専科 他 部 門 か ら 地 ５日間 地域警察幹部としての実務能力向上及域 部 門 に 配 置 び部下職員に対する指導能力向上を図と な っ た 警 部 る



補 、 巡 査 部 長又 は 地 域 部 門の 専 科 を 受 講し て い な い 警部 補 、 巡 査 部長生活安全実務専科 警 察 署 生 活 安 ５日間 多種多様に亘る生活安全課業務の理解全課の警察官 を深め、課員の実務能力を向上させる職務質問専科 職 務 質 問 準 技 ５日間 精強な第一線警察構築に向けた現場執能 指 導 員 に 指 行力の強化を推進するため、職務質問定 さ れ て い る 準技能指導員の知識技能の向上を図る者 及 び 今 後 指名 が 予 定 さ れている者通信指令専科 各 警 察 署 の 通 ５日間 無線通話に関する基本的知識及び事案信 指 令 を 担 当 申告等に対する受理要領、指令要領等する者 の事案対応能力の向上を図るサイバー捜査専科 所 属 か ら 推 薦 ５日間 サイバー犯罪捜査に携わる警察官に対を 受 け た 入 校 し、基礎的な情報通信技術に関する知者 識・技能や捜査要領を修得させるサイバー犯罪専門捜 所 属 か ら 推 薦 ５日間 不正アクセス、コンピュータウイルス、査員育成専科 を 受 け た 入 校 電磁的記録に関する捜査員を育成する者 ことを目的とする。人身安全関連事案対 所 属 か ら 推 薦 ５日間 人身安全関連事案（ストーカー事案、策専科 を 受 け た 入 校 配偶者暴力、行方不明事案、児童・高者 齢者・障害者虐待事案等）に対処する警察官に対して必要な教養を実施し対処能力の向上を図る生活安全任用科 生 活 安 全 任 用 ２９日間 生活安全専務員として必要な基礎的知候補者 識技能を修得させる特殊事件捜査専科 所 属 か ら 推 薦 １２日間 刑事警察の現状を認識させ、特殊事件を 受 け た 入 校 捜査に必要な技能の向上と基礎知識を者 修得させる取調べ技能専科 所 属 か ら 推 薦 ５日間 県下各捜査員に対し、適正な取調べのを 受 け た 入 校 実施及び取調べ技能に関する知識・技者 能の向上を図る鑑識専科 所 属 か ら 推 薦 ５日間 指掌紋・足痕跡鑑識業務に関する専門を 受 け た 入 校 的知識、技能の向上を図る者検視実務専科 検 視 を 担 当 す ５日間 検視を担当する捜査員の実務能力の向る警察官 上を図り、専門的な知識技能を修得させる刑事任用科 刑 事 任 用 候 補 ２９日間 捜査専務員として必要な基礎的知識及者 び技能を体得させる組織犯罪捜査専科 所 属 か ら 推 薦 ５日間 組織犯罪対策を担当する捜査員等に対を 受 け た 入 校 し、必要な知識及び技能を修得させる



者受傷事故防止専科 受 傷 事 故 防 止 ５日間 街頭活動における受傷事故防止に必要を指導する者 な知識技能を修得させる交通捜査専科 交 通 事 故 事 件 ５日間 交通事故事件捜査の専門的知識の習得捜 査 を 担 当 す 及び捜査能力の向上を図るる 警 部 補 以 下の交通警察官警察緊急自動車運転 現 に 四 輪 の 緊 ５日間 現に、四輪の緊急自動車に乗務してい技能者専科（四輪） 急 自 動 車 に 乗 る警察官に対し、受傷事故防止等の観務している者 点から、緊急自動車の運用に関する高度な知識・技能の習得・向上を図る交通任用科 交 通 任 用 候 補 １２日間 交通警察官として必要な基礎的知識及者 び技能を体得させる災害警備専科 警 察 署 警 備 課 ５日間 災害対策要員として必要な知識技能を等 に お け る 災 修得させる。害対策要員警備実務専科 警 備 専 務 員 と ５日間 警備専務員として必要な専門的知識及し て 指 導 的 立 び技能を体得させる場 に あ る 警 部補、警部警護専科 警 護 要 員 に 指 ５日間 警護員として必要な警護の技術・知識定 さ れ て い る の向上を図る警察官警備任用科 警 備 任 用 候 補 １２日間 警備専務員として必要な基礎的知識及者 び技能を体得させる
７ 人事評価の状況７ 人事評価の状況７ 人事評価の状況７ 人事評価の状況地方分権が進む中、高度化・多様化している県民の行政ニーズに対応する地方公共団体の役割はますます増してきています。また、厳しい財政状況の中で、県政を効率的かつ円滑に推進するために組織力を高めることが重要です。そのために、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を的確に把握することで職員の士気の高揚と主体的な行動・能力開発につなげて組織力を高め、最終的には県民サービス向上の土台をつくることを目的として人事評価を実施しています。任命権者 対象者区分 第一次評価者 第二次評価者 評価概要課長・室長級 部次長（次長 部局長 等 ①人事評価の期間知事部局等 以上 を置く場合） ・能力評価 毎年４月１日から等 翌年３月３１日まで参事・主幹・ 課長・室長 部局長 ・業績評価 毎年４月１日から補佐級 ９月３０日まで及び１０月１日出先所長 本庁の課長・ 部局長 から翌年３月３１日まで室長 ②評価の方法その他管理職 所属長 本庁の課長・ ・能力評価 評価項目ごとに定



室長 める着眼点に基づき、職務遂行その他職員 本庁の課長補 本庁の課長・ の過程において発揮された能力佐又は出先機 室長又は出先 を客観的に評価します関の課長（又 所長 ・業績評価 職員があらかじめは次長） 設定した業務目標の達成度その他設定目標以外の取組により、その業務上の業績を客観的に評価します。・評価の結果は、５段階の評語が付されます。③人事評価の結果の活用・任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用しています。・職員の人材育成に積極的に活用するよう努めています。課長・室長級 教育次長等 教育長 等 ①人事評価の期間教育委員会 以上 ・能力評価 毎年４月１日から（教員以外）参事・主幹・ 課長・室長 教育次長 翌年３月３１日まで補佐級 ・業績評価 毎年４月１日から出先所長 本庁の課長・ 教育次長 ９月３０日まで及び１０月１日室長 から翌年３月３１日までその他管理職 所属長 教育次長 ②評価の方法その他職員 本庁の課長補 本庁の課長・ ・能力評価 評価項目ごとに定佐又は出先機 室長又は出先 める着眼点に基づき、職務遂行関の部長等 所長 の過程において発揮された能力を客観的に評価します・業績評価 職員があらかじめ設定した業務目標の達成度その他設定目標以外の取組により、その業務上の業績を客観的に評価します。・評価の結果は、５段階の評語が付されます。③人事評価の結果の活用・任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用しています。・職員の人材育成に積極的に活用するよう努めています。校長 市町村教育長 市町村教育長 ①人事評価の期間教育委員会 指定の者又は 又は県教育長 ・能力評価 毎年４月１日から（学校） 教職員課長 翌年３月３１日まで



教頭 校長 市町村教育長 ・業績評価 毎年４月１日から指定の者又は 翌年３月３１日まで教職員課長 ②評価の方法その他教職員 教頭又は 校長又は ・能力評価 評価項目ごとに定事務長 教職員課長 める着眼点に基づき、職務遂行の過程において発揮された能力を客観的に評価します。・業績評価 職員があらかじめ設定した業務目標の達成度その他設定目標以外の取組により、その業務上の業績を客観的に評価します。・評価の結果は、５段階の評語が付されます。③人事評価の結果の活用・任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用しています。・職員の人材育成に積極的に活用するよう努めています。参事官 主管部長 本部長 ①人事評価の期間警察 本部の所 ・能力評価 毎年４月１日から属長 翌年３月３１日まで学校長又 警務部長 ・業績評価 毎年４月１日からは警視の ９月３０日まで及び１０月１日署長 から翌年３月３１日まで部に置く 主管部長 警務部長警視（警 （注1） ②評価の方法警 視相当 ・能力評価 評価項目ごとに定視 職） める着眼点に基づき、職務遂行副校長 学校長 の過程において発揮された能力（警 副署長 署長 を客観的に評価します視 警察学校 学校長 ・業績評価 職員があらかじめ相 の副校長 （注2） 設定した業務目標の達成度その当 以外の警 他設定目標以外の取組により、職 視（警視 その業務上の業績を客観的に評相当職） 価します。） 警察署の 署長 ・能力、業績評価ともに評価の副署長以 （注3） 結果は、５段階の評語（Ｓ ･Ａ ･外の警視 Ｂ･Ｃ ･Ｄ）が付されます。（警視相当職） ③人事評価の結果の活用本部の課 所属長 主幹部長 ・任用、昇任試験、給与、分限及び所に その他の人事管理の基礎として置く警視 活用しています。（警視相 ・職員の人材育成に積極的に活当職） 用するよう努めています。



警 次席、副 所属長部 所長又は副隊長（警 次席、副 所属長部 所長及び （注4）相 副隊長以当 外の警職 部（警部相当職）） 本部の課長補 所属長佐、通信指令 （注4）官、隊長補佐、校長補佐、室長補佐若しく警部補 は主任研究員（警部補相当 又は署の課長職） （これらの者の配置がない場合は、警部（警部相当職）以上の職員である直接の上司）巡査部長 同上（巡査部長相 （注5）当職）巡査（巡査相当職）注1 参事官を補助者とする。注2 副校長を補助者とする。注3 副署長を補助者とする。注4 次席、副所長、副隊長、副校長又は副署長をそれぞれ補助者とする。注5 係長又は小隊長の職にある者（これらの者の配置がない場合は、警部補（警部補相当職）以上の職員である直接の上司）をそれぞれ補助者とする。（注）知事部局等には、知事部局、教育委員会以外の各行政委員会事務局及び水道局を含みます。
８ 退職管理の状況８ 退職管理の状況８ 退職管理の状況８ 退職管理の状況県を退職する職員の再就職の公正性及び透明性を確保するため、奈良県退職職員の再就職に関する取扱要綱に基づき、その支援を行っています。退職予定職員の人材情報に関する情報提供窓口として、総務部人事課に「奈良県退職予定職員人材バンク」を設置し、人材情報の提供を希望する民間企業等に情報を提供するとともに、再就職が決定した場合には、職員が届出を総務部人事課に提出することとしています。また、前年度の退職職員（退職時に本庁課長補佐級又は出先機関課長級以上であった職員に



限る）の再就職状況（氏名、退職時役職名、再就職先名称等）を毎年１０月１日までに公表しています。
９ 福祉及び利益の保護９ 福祉及び利益の保護９ 福祉及び利益の保護９ 福祉及び利益の保護(1) 安全衛生管理体制(1) 安全衛生管理体制(1) 安全衛生管理体制(1) 安全衛生管理体制ア 知事部局等ア 知事部局等ア 知事部局等ア 知事部局等 選任を要する事業所 選任している事業所 選任事業所率総括安全衛生管理者 １ 箇所 １ 箇所 １００ ％安全管理者 ６ 箇所 ６ 箇所 １００ ％衛生管理者 １１ 箇所 １１ 箇所 １００ ％安全衛生推進者 ６２ 箇所 ６２ 箇所 １００ ％産業医 １１ 箇所 １１ 箇所 １００ ％設置を要する事業所 設置している事業所 設置事業所率安全衛生委員会 ６ 箇所 ６ 箇所 １００ ％イ 教育委員会イ 教育委員会イ 教育委員会イ 教育委員会 選任を要する事業所 選任している事業所 選任事業所率総括安全衛生管理者 ０ 箇所 ０ 箇所 －安全管理者 ０ 箇所 ０ 箇所 －衛生管理者 ３５ 箇所 ３５ 箇所 １００ ％安全衛生推進者 １２ 箇所 １２ 箇所 １００ ％産業医 ３５ 箇所 ３５ 箇所 １００ ％設置を要する事業所 設置している事業所 設置事業所率安全衛生委員会 ０ 箇所 ０ 箇所 －ウ 警察ウ 警察ウ 警察ウ 警察 選任を要する事業所 選任している事業所 選任事業所率総括安全衛生管理者 ０ 箇所 ０ 箇所 －安全管理者 ０ 箇所 ０ 箇所 －衛生管理者 １７ 箇所 １７ 箇所 １００ ％衛生推進者 １ 箇所 １ 箇所 １００ ％産業医 １７ 箇所 １７ 箇所 １００ ％設置を要する事業所 設置している事業所 設置事業所率安全衛生委員会 ０ 箇所 ０ 箇所 －※「選任している事業所数」には、法律上の義務ではなく任意で設置しているものは算入していません。



(2) 職員健康管理事業(2) 職員健康管理事業(2) 職員健康管理事業(2) 職員健康管理事業1 知事部局等及び教育委員会1 知事部局等及び教育委員会1 知事部局等及び教育委員会1 知事部局等及び教育委員会ア 定期健康診断ア 定期健康診断ア 定期健康診断ア 定期健康診断区 分 対 象 者定期健康診断 全職員深夜業務従事職員健康診断 深夜業務に従事する職員イ 特別業務従事職員健康診断イ 特別業務従事職員健康診断イ 特別業務従事職員健康診断イ 特別業務従事職員健康診断区 分 対 象 者有機溶剤取扱い業務従事職員健康診断 有機溶剤取扱い業務に従事する職員特定化学物質取扱い業務従事職員健康 特定化学物質取扱い業務に従事する職員診断放射線照射業務等従事職員健康診断 放射線照射業務等に従事する職員腰痛健康診断 重量物取扱い作業、介護・看護作業等腰部に著しい負担のかかる作業に常時従事する職員ＶＤＴ作業従事職員健康診断 ＶＤＴ作業に基本的に毎日従事する職員で希望者農薬使用業務従事職員健康診断 農薬取扱い業務に従事する職員Ｂ型肝炎ウイルス・結核・麻疹・風疹に感染する恐れ感染症予防対策 のある業務に従事する職員で希望者 (麻疹は業務によ（抗体検査・予防接種等） る海外渡航者含)破傷風・トキソプラズマ症に罹患する危険性の高い業務に従事する職員で希望者ウ がん検診ウ がん検診ウ がん検診ウ がん検診区 分 対 象 者胃がん検診 30歳以上の職員で希望者大腸がん検診 30歳以上の職員で希望者前立腺がん検診 50歳以上の男性職員で希望者乳がん検診エコー 30歳以上の女性職員で希望者マンモグラフィ 40歳以上の女性職員で希望者（2年に1回）子宮がん検診 20歳以上の女性職員で希望者（20歳代は2年に1回）エ 人間ドック（※地方職員共済組合による県補助金充当事業）エ 人間ドック（※地方職員共済組合による県補助金充当事業）エ 人間ドック（※地方職員共済組合による県補助金充当事業）エ 人間ドック（※地方職員共済組合による県補助金充当事業）区 分 対 象 者人間ドック事業 30歳以上の組合員及び 35歳以上の被扶養配偶者で希望者オ 健康相談事業オ 健康相談事業オ 健康相談事業オ 健康相談事業区 分 対 象 者職員のこころの相談窓口（人事課 全職員相談員・臨床心理士・保健師）職員健康相談（産業医・保健師） 全職員メンタルヘルス カウ ンセリング 全職員及びその家族等（精神科医）こころリフレッシュ相談「ほっと 全職員・ルーム」 （臨床心理士等）



カ 過重労働による健康障害を防止対策カ 過重労働による健康障害を防止対策カ 過重労働による健康障害を防止対策カ 過重労働による健康障害を防止対策区分 対象者産業医による面接 面接指導の対象職員（管理職手当対象職員を含む）１ 面接指導必須の職員（Ⅰ）１月当たりの時間外勤務が100時間以上（Ⅱ）２～６ヶ月平均の時間外勤務が80時間を超過２ 本人の申出に基づく面接指導を実施する職員（Ⅰ）1月当たりの時間外勤務が、80時間を超過（Ⅱ）1月当たりの時間外勤務が、45時間超過かつ3月連続（Ⅲ）長時間勤務により、疲労の蓄積が認められ、又は健康上の不安を有する者キ ストレスチェック制度・職場環境改善推進事業キ ストレスチェック制度・職場環境改善推進事業キ ストレスチェック制度・職場環境改善推進事業キ ストレスチェック制度・職場環境改善推進事業区分 対象者ストレスチェック 週２９時間以上勤務している職員の実施高ストレス者へ ストレスチェックの結果高ストレスとなった職員の産業医等面接職場環境改善研修 各所属の安全衛生推進者職場環境改善検討 希望・選定所属の安全衛生推進者を含む職員会2 警察2 警察2 警察2 警察ア 定期健康診断ア 定期健康診断ア 定期健康診断ア 定期健康診断区 分 対 象 者一般健康診断 全職員胸部検診 全職員胃検診 35歳以上の職員及び30歳以上 35歳未満の希望職員イ 特別業務従事職員健康診断イ 特別業務従事職員健康診断イ 特別業務従事職員健康診断イ 特別業務従事職員健康診断区 分 対 象 者特定物質等取扱従事者検診 特定物質等取扱いに従事する職員学校給食調理従事者検診 学校給食調理に従事する職員航空機整備作業従事者検診 航空機整備作業に従事する職員車両乗務員検診 車両乗務に従事する職員鑑識作業従事者検診 鑑識作業に従事する職員ＶＤＴ作業従事者検診 ＶＤＴ作業従事職員Ｂ型肝炎感染症対策 Ｂ型肝炎に感染するおそれのある職員



ウ がん検診（※警察共済組合奈良県支部による事業）ウ がん検診（※警察共済組合奈良県支部による事業）ウ がん検診（※警察共済組合奈良県支部による事業）ウ がん検診（※警察共済組合奈良県支部による事業）区 分 対 象 者大腸がん検診 35以上の職員で希望者子宮がん及び乳がん検診 希望女性職員前立腺がん検診 40歳以上の男性職員で希望者エ 人間ドック（※警察共済組合奈良県支部による事業）エ 人間ドック（※警察共済組合奈良県支部による事業）エ 人間ドック（※警察共済組合奈良県支部による事業）エ 人間ドック（※警察共済組合奈良県支部による事業）区 分 対 象 者人間ドック事業 30歳以上の希望職員30歳以上の被扶養者で希望者脳ドック 50歳以上の希望職員オ 健康相談事業オ 健康相談事業オ 健康相談事業オ 健康相談事業区 分 対 象 者健康相談 全職員精神保健カウンセラー等 全職員メンタルヘルス・カウンセリングルーム 全職員及びその家族カ 過重労働による健康障害の防止対策カ 過重労働による健康障害の防止対策カ 過重労働による健康障害の防止対策カ 過重労働による健康障害の防止対策区分 対象者産業医による面接 ①「正規の勤務時間以外の時間が１か月について 100時間以上の職員」②「１か月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１か月、２か月、３か月、４か月及び５か月の期間を加えたそれぞれの期間における正規の勤務時間以外の時間について、１か月当たりの平均時間が80時間を超えた職員」③長時間の勤務により、疲労の蓄積が認められる職員又は健康上の不安を有すると認められる職員であって、面接指導を受けることを申し出たものキ ストレスチェック制度・職場環境改善推進事業キ ストレスチェック制度・職場環境改善推進事業キ ストレスチェック制度・職場環境改善推進事業キ ストレスチェック制度・職場環境改善推進事業区分 対象者ストレスチェック 全職員の実施高ストレス者へ ストレスチェックの結果、高ストレスとなった職員の産業医面接職場環境改善研修 各所属の管理官・副署長



(3) 公務災害・通勤災害認定(3) 公務災害・通勤災害認定(3) 公務災害・通勤災害認定(3) 公務災害・通勤災害認定 （単位：件）区分 元年度認定件数公務災害 知事部局等 22教育委員会 105警察 55小 計 182通勤災害 知事部局等 3教育委員会 8警察 2小 計 13計 195（注）知事部局等には、知事部局、教育委員会以外の各行政委員会事務局及び水道局を含みます。(4) 互助会制度(4) 互助会制度(4) 互助会制度(4) 互助会制度職員の共済制度に関する条例の定めるところにより職員の相互共済及び福利増進を目的として組織されています。 （令和元年度）財源 会員数 会員からの 事業収入団体名 掛金額 金額奈良県職員互助会 7,253名 121,616千円 29,020千円(80.7%) (19.3%)奈良県教職員互助組合 9,801名 439,847千円 69,368千円(86.4 %) (13.6%)奈良県警察職員互助会 2,877名 57,714千円 18,889千円(75.3%) (24.7%)



令和元年度 奈良県人事委員会の業務の状況令和元年度 奈良県人事委員会の業務の状況令和元年度 奈良県人事委員会の業務の状況令和元年度 奈良県人事委員会の業務の状況

１．職員の競争試験及び選考の状況１．職員の競争試験及び選考の状況１．職員の競争試験及び選考の状況１．職員の競争試験及び選考の状況令和元年度に実施した競争試験及び選考の状況は、次のとおりです。(１) 競争試験(１) 競争試験(１) 競争試験(１) 競争試験ア 採用試験実施概要ア 採用試験実施概要ア 採用試験実施概要ア 採用試験実施概要(ア)試験の種類、受験資格、試験公告日等(ア)試験の種類、受験資格、試験公告日等(ア)試験の種類、受験資格、試験公告日等(ア)試験の種類、受験資格、試験公告日等試験の種類 試験職種 試験分野 受 験 資 格 試験公告日 受付期間Ⅰ 種 試 験 総合職 行 政 Ａ ①平成２年４月２日から平成１０年４月１ ５月１０日 ５月１３日(月)(大卒程度) 行 政 Ｂ 日までに生まれた人 (金) ～総合土木 ②平成１０年４月２日以降に生まれた人で ５月３０日(木)建 築 学校教育法による大学（短期大学を除設 備 く｡)を卒業した人、又は令和２年３月末化 学 日までに卒業見込みの人農 学林 学畜 産警察行政職 警察行政資格職 薬 剤 師 昭和５９年４月２日から平成８年４月１日までに生まれた人Ⅰ種試験 総合職 建 築 ①平成２年４月２日から平成１０年４月１ ９月１３日 ９月２０日(金)(追加募集) 設 備 日までに生まれた人 (金) ～(大卒程度) 化 学 ②平成10年４月２日以降に生まれた人で学 １０月１５日校教育法による大学（短期大学を除く｡) (火)を卒業した人、又は令和２年３月末日までに卒業見込みの人Ⅱ 種 試 験 総合職 平成１０年４月２日から平成１４年４月 ７月１９日 ８月２０日(火)(高卒程度) (一般事務) １日までに生まれた人 (金) ～９月９日(月)警察事務職市 町 村 立 小・中学校 Ａ区分 昭和５９年４月２日から平成１０年４月 ７月１９日 ８月２０日(火)小・中学校 事務職 １日までに生まれた人 (金) ～事 務 職 員 ９月９日(月)採 用 試 験 Ｂ区分 平成１０年４月２日から平成１４年４月１日までに生まれた人社会人経験 総合職 行 政 昭和５９年４月２日から平成２年４月１ ７月１９日 ８月２０日(火)者採用試験 土木建築 日までに生まれた人 (金) ～９月９日(月)障害者対象 総合職 次の全ての要件を満たす人 ８月２７日 ９月１０日(火)選考試験 ・平成２年４月２日から平成１４年４月１ (火) ～日までに生まれた人 ９月３０日(月)・身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳等の交付を受けている人県・市町村 Ⅰ種 平成２年４月２日から平成１０年４月１ ７月１９日 ８月２０日(火)土木職員採 日までに生まれた人 (金) ～用共同試験 ９月９日(月)※県・市町村土木職員採用共同試験は、奈良県実施分のみ記載



試験の種類 試験職種 試験分野 受 験 資 格 試験公告日 受付期間警 察 官 第１回 昭和６１年４月２日以降に生まれた人で ３月１日 <ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾈ ｯ ﾄ >(大卒程度) Ａ(男性) 学校教育法による大学(短期大学を除く。) (金) ３月４日(月)Ａ(女性) を卒業した人、又は令和２年３月末日まで ～に卒業見込みの人 ４月１５日(月)<郵送・持参>３月４日(月)～４月１９日(金)武 道 次の全ての要件を満たす人 <郵送・持参>Ａ(男性) ・平成６年４月２日以降に生まれた人で学 ３月４日(月)Ａ(女性) 校教育法による大学(短期大学を除く。) ～を卒業した人、又は令和２年３月末日ま ４月１９日(金)でに卒業見込みの人・男性は３段以上、女性は２段以上の段位を有すること（柔道：講道館、剣道：全日本剣道連盟がそれぞれ認定する段位）サイバー 昭和５９年４月２日から平成１４年４月捜査官 １日までに生まれた者第２回 昭和６１年４月２日以降に生まれた人で ７月１日 <ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾈ ｯ ﾄ >Ａ(男性) 学校教育法による大学(短期大学を除く。) (月) ７月５日(金)Ａ(女性) を卒業した人、又は令和２年３月末日まで ～に卒業見込みの人 ８月１９日(月)<郵送・持参>７月５日(金)警 察 官 Ｂ(男性) 昭和６１年４月２日から平成１４年４月 ～(高卒程度) Ｂ(女性) １日までに生まれた人で警察官Ａ以外の人 ８月２３日(金)武 道 次の全ての要件を満たす人 <郵送・持参>Ｂ(男性) ・平成６年４月２日から平成１４年４月１ ７月５日(金)Ｂ(女性) 日までに生まれた人で警察官Ａ以外の人 ～・男性は２段以上、女性は初段以上の段位 ８月２３日(金)を有すること（柔道：講道館、剣道：全日本剣道連盟がそれぞれ認定する段位）※警察官試験は、警察本部において実施



(イ)各試験の試験日、試験種目、合格発表日等(イ)各試験の試験日、試験種目、合格発表日等(イ)各試験の試験日、試験種目、合格発表日等(イ)各試験の試験日、試験種目、合格発表日等試験の種類 職種・分野 試 験 日 試験種目 会 場 合格発表日Ⅰ種試験 総合職 第1次 ６月２３日(日) 教養試験 県立郡山高等 ７月２２日(月)(大卒程度) 行 政 Ａ 試 験 専門試験 学校行 政 Ｂ 論文試験 中央大学理工総合土木 学部建 築設 備 ７月９日(火)～１１日(木) 口述試験 自治研修所化 学 適性検査農 学林 学 第2次 ７月３０日(火)、８月１日 口述試験 自治研修所 ８月１９日(月)畜 産 試 験 (木)、２日(金)、５日(月)、警察行政職 ７日(水)～９日(金)、１３警察行政 日(火)資格職 第1次 ６月２３日(日) 教養試験 県立郡山高等 ７月２２日(月)薬 剤 師 試 験 専門試験 学校論文試験 中央大学理工学部７月９日(火) 適性検査 自治研修所第2次 ８月２日(金)、１３日(火) 口述試験 自治研修所 ８月１９日(月)試 験Ⅰ種試験 総合職 第1次 １０月２７日(日) 教養試験 自治研修所 １１月８日(金)(追加募集) 建 築 試 験 専門試験(大卒程度) 設 備 論文試験化 学 適性検査第2次 １１月１７日(日)、１９日 口述試験 自治研修所 １１月２７日(水)試 験 (火)Ⅱ種試験 総合職 第1次 ９月２９日(日) 教養試験 県立畝傍高等 １０月８日(火)(高卒程度) (一般事務) 試 験 作文試験 学校警察事務職 第2次 １０月２０日(日) 適性検査 自治研修所 １１月１２日(火)試 験 １０月２９日(火) 口述試験 自治研修所市 町 村 立 小・中学校 第1次 ９月２９日(日) 教養試験 県立畝傍高等 １０月８日(火)小・中学校 事務職 試 験 作文試験 学校事 務 職 員 Ａ区分採 用 試 験 Ｂ区分 第2次 １０月２０日(日) 適性検査 自治研修所 １１月１２日(火)試 験 １０月２９日(火)、３０日 口述試験 自治研修所（水）、１１月１日（金）社会人経験 総合職 第1次 ９月２９日(日) 教養試験 県立畝傍高等 １０月２５日(金)者採用試験 行 政 試 験 論文試験 学校土木建築 明治学院大学１０月２０日(日) 口述試験 自治研修所適性検査第2次 １１月１７日(日) 口述試験 自治研修所 １１月２７日(水)試 験※Ⅰ種試験総合職（行政Ｂ）は、第１次試験の専門試験はなし



試験の種類 職種・分野 試 験 日 試験種目 会 場 合格発表日障害者対象 総合職 第1次 １０月２７日(日) 教養試験 自治研修所 １１月１２日(火)選考試験 試 験 作文試験第2次 １１月２０日（水） 口述試験 奈良総合庁舎 １１月２７日(水)試 験県・市町村 Ⅰ種 第1次 ９月２９日(日) 教養試験 県立畝傍高等 １０月２５日(金)土木職員採 試 験 専門試験 学校用共同試験 明治学院大学第2次 １１月６日(水) 論文試験 奈良総合庁舎 １１月２７日(水)試 験 適性検査１１月１７日(日) 口述試験 自治研修所警 察 官 第１回 第1次 ５月１２日(日) 教養試験 県立二階堂高 ６月５日(水)(大卒程度) Ａ(男性) 試 験 専門試験 等学校Ａ(女性) 論文試験武 道 ５月２５日(土)、２６日 体力試験 警察学校Ａ(男性) （日） 実技試験Ａ(女性) ６月２日(土) 口述試験 警察学校サイバー捜査官 第2次 ６月１３日(木) 身体検査 警察本部第二 ８月１日(木)試 験 適性検査 庁舎７月１２日(金)、１９日 口述試験(金)第２回 第1次 ９月２２日(日) 教養試験 県立二階堂高 １０月１６日(水)Ａ(男性) 試 験 論文試験 等学校Ａ(女性) 専門試験１０月５日(土) 体力試験 警察学校口述試験実技試験第2次 １０月２３日(水) 身体検査 警察本部第二 １２月１２日(木)試 験 適性検査 庁舎１１月２２日(金)、２８日 口述試験（木)※社会人経験者採用試験総合職（土木建築）は、第１次試験の教養試験はなし※専門試験は、サイバー捜査官のみ実施※実技試験は、武道Ａ(男性)・武道Ａ(女性)のみ実施※武道及びサイバー捜査官は、第１次試験の口述試験はなし



試験の種類 職種・分野 試 験 日 試験種目 会 場 合格発表日警 察 官 Ｂ(男性) 第1次 ９月２２日(日) 教養試験 県立二階堂高 １０月１６日(水)(高卒程度) Ｂ(女性) 試 験 論文試験 等学校専門試験武 道Ｂ(男性) １０月５日(土) 体力試験 警察学校Ｂ(女性) 口述試験実技試験第2次 １０月２３日(水) 身体検査 警察本部第二 １２月１２日(木)試 験 適性検査 庁舎１１月２２日(金)、２８ 口述試験日（木）※武道Ｂ(男性)・武道Ｂ(女性)は、申込みがなかったため未実施



イ 採用試験結果一覧イ 採用試験結果一覧イ 採用試験結果一覧イ 採用試験結果一覧 第1次試験 第2次試験試験の 試験職種 試験分野種 類 申込者数 受験者数 合格者数 受験者数 合格者数 最終競争率(a) (b) (a)/(b)(人) (人) (人) (人) (人) (倍)行 政 Ａ 411 245 130 127 69 3.6行 政 Ｂ 92 61 25 25 10 6.1総合土木 25 16 11 11 11 1.5総 合 職 建 築 7 4 4 4 3 1.3設 備 7 6 4 4 4 1.5Ⅰ 種 化 学 15 11 8 8 6 1.8農 学 19 13 6 6 3 4.3林 学 9 6 4 4 3 2.0畜 産 4 3 3 3 2 1.5警察行政職 警察行政 38 27 12 12 7 3.9資格職 薬 剤 師 10 10 10 10 6 1.7建 築 5 5 4 4 2 2.5Ⅰ 種(追加募集) 総 合 職 設 備 6 3 3 2 2 1.5化 学 8 6 6 6 1 6.0総 合 職 17 15 6 5 3 5.0Ⅱ 種 （一般事務）警察事務職 35 28 13 12 3 9.3小・中学 小・中学 Ａ区分 227 163 48 35 13 12.5校事務職 校事務職 Ｂ区分 27 23 19 16 6 3.8行 政 183 128 32 29 10 12.8社 会 人 総 合 職 土木建築 10 7 5 5 5 1.4障害者選考 総 合 職 26 21 6 6 2 10.5共同試験 総 合 職 Ⅰ種(土木) 9 8 4 2 2 4.0Ａ(1)(男性) 246 200 93 88 39 5.1Ａ(2)(男性) 148 112 42 42 16 7.0Ａ(1)(女性) 54 41 22 22 8 5.1Ａ(2)(女性) 18 13 8 7 5 2.6武道Ａ(男性) 2 1 1 1 1 1.0警 察 官 武道Ｂ(女性) 2 2 1 1 0 -Ｂ(男性) 166 132 63 63 27 4.9Ｂ(女性) 33 23 12 12 5 4.6武道Ｂ(男性) 0 0 0 0 0 -武道Ｂ(女性) 0 0 0 0 0 -サイバー捜査官 1 1 1 1 1 -※土木職員採用試験の申込者数、受験者数は、第１～第３希望のいずれかに奈良県を選択した者。※警察官試験は、警察本部において実施



（２）採用に係る選考（２）採用に係る選考（２）採用に係る選考（２）採用に係る選考ア 職務別の状況ア 職務別の状況ア 職務別の状況ア 職務別の状況部 局 知事部局 教育委員会 警察本部 計職 （人） （人） （人） （人）部長相当職 ３ ３次長相当職 ４ ４課長相当職 ２ １ ３課 長 補 佐 ３ ３相 当 職係長相当職 ０係員相当職 ２２ １ ２３計 ３１ ０ ５ ３６※職員の任用に関する規則第８条に掲げる職への採用（国、県及び市町村との人事交流による採用を含む。）イ 上記アのうち、資格・免許や特定の知識・技能を必要とする職種別の状況イ 上記アのうち、資格・免許や特定の知識・技能を必要とする職種別の状況イ 上記アのうち、資格・免許や特定の知識・技能を必要とする職種別の状況イ 上記アのうち、資格・免許や特定の知識・技能を必要とする職種別の状況職 種 人 数 （人）児童福祉司 １考古学技師 ３学芸員 １司書 ２心理判定員 ６児童指導員 ５化学検査鑑定職員 １※資格・免許や特定の知識・技能を必要とする職種で、試験を行っても十分な競争者が得られないと認められる職への採用



２．給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告の状況２．給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告の状況２．給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告の状況２．給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告の状況

【職員の給与等に関する報告及び勧告】【職員の給与等に関する報告及び勧告】【職員の給与等に関する報告及び勧告】【職員の給与等に関する報告及び勧告】令和元年10月10日に県議会及び知事に対して、職員の給与等に関する報告及び勧告を行いました。
○ 給与勧告のポイント○ 給与勧告のポイント○ 給与勧告のポイント○ 給与勧告のポイント

月例給、ボーナスともに引上げ月例給、ボーナスともに引上げ月例給、ボーナスともに引上げ月例給、ボーナスともに引上げ① 公民較差（0.22％）を解消するため、給料表の水準及び地域手当の支給割合を引上げ① 公民較差（0.22％）を解消するため、給料表の水準及び地域手当の支給割合を引上げ① 公民較差（0.22％）を解消するため、給料表の水準及び地域手当の支給割合を引上げ① 公民較差（0.22％）を解消するため、給料表の水準及び地域手当の支給割合を引上げ② 期末手当・勤勉手当（ボーナス）を引上げ（0.05月分）、民間の支給状況等を踏まえ② 期末手当・勤勉手当（ボーナス）を引上げ（0.05月分）、民間の支給状況等を踏まえ② 期末手当・勤勉手当（ボーナス）を引上げ（0.05月分）、民間の支給状況等を踏まえ② 期末手当・勤勉手当（ボーナス）を引上げ（0.05月分）、民間の支給状況等を踏まえ勤勉手当に配分勤勉手当に配分勤勉手当に配分勤勉手当に配分
Ⅰ 給与の改定等Ⅰ 給与の改定等Ⅰ 給与の改定等Ⅰ 給与の改定等１ 職員給与と民間給与との比較１ 職員給与と民間給与との比較１ 職員給与と民間給与との比較１ 職員給与と民間給与との比較県内の企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の民間事業所339から抽出した113事業所について、平成31年４月分の給与等の調査を実施（職種別民間給与実態調査）(1) 月例給 公 民 較 差 特例条例民間の給与 (Ａ) 職員の給与 (Ｂ) (Ａ)－(Ｂ) (給与減額)(Ａ) － (Ｂ) の 適 用(Ｂ)３７１,９５４円 ８１９円 ０.２２ ％ 減 額 前３７２,７７３円 ３７０,９０７円 １,８６６円 ０.５０ ％ 減 額 後(注)１ 民間給与は、所定内給与の月額から通勤手当の月額を減じた額である。２ 職員給与は、行政職給料表適用者（平均年齢42.4歳､平均経験年数20.0年）で、諸手当（扶養手当、地域手当、住居手当等）を含む。３ 上段「減額前」は、特例条例による管理職に対する給与減額がないものとした場合の給与及び較差､下段「減額後」は、特例条例による管理職に対する給与減額〔部・次長級は３％減、課長級は２％減、小規模長級は0.5％減〕により実際に支払われた給与及び較差(2) 期末手当・勤勉手当(ボーナス)民間の支給割合（4.52月）は、職員の支給月数（4.45月）を上回っている。(注) 民間の支給割合は、平成30年８月から令和元年７月までにおける支給状況２ 給与改定の内容２ 給与改定の内容２ 給与改定の内容２ 給与改定の内容(1) 給料表人事院勧告に準拠することを基本に改定（平均改定率0.1％）・30歳台半ばまでの職員が在職する号給について所要の改定(2) 地域手当給料表の引上げ改定を行っても残る民間給与との較差を解消するため、地域手当の支給割合を一律0.1％引上げ（医療職給料表（一）の適用を受ける者を除く。）(3) 期末手当・勤勉手当（ボーナス）・ 民間の特別給の支給割合に見合うよう、支給月数を0.05月分引上げ 4.45月分→4.50月分・ 引上げ分は民間の支給状況等を踏まえ、勤務実績に応じた給与を推進するため、勤勉手当に配分



一般職員の支給月数 ６月期 12月期令和元年度 期末手当 1．30 月 （支給済み） 1．30 月 （改定なし）勤勉手当 0．925月 （支給済み） 0．975月 （現行0．925月）令和２年度 期末手当 1．30 月 1．30 月以 降 勤勉手当 0．95 月 0．95 月(4) 改定の実施時期・ 給料表及び地域手当：平成31年４月１日・ 勤勉手当：令和元年12月１日３ 住居手当の見直し３ 住居手当の見直し３ 住居手当の見直し３ 住居手当の見直し令和元年の人事院勧告において、公務員宿舎使用料の上昇を考慮し、住居手当の支給対象となる家賃額の下限を引き上げ、最高支給限度額を引き上げる勧告が行われたが、本県の実情は国と異なる状況にあるため、今後、他の都道府県の動向等を踏まえ、その取扱について検討することが適当Ⅱ 人事管理Ⅱ 人事管理Ⅱ 人事管理Ⅱ 人事管理１ 働きやすい勤務環境の整備１ 働きやすい勤務環境の整備１ 働きやすい勤務環境の整備１ 働きやすい勤務環境の整備(1) 総実労働時間の短縮・ 超過勤務の縮減に向けた各種の取組を確実に定着させることが必要・ 管理職自らが業務を命ずる必要性を十分に勘案した上で、超過勤務時間の縮減に繋がる指導や助言をすることが不可欠。職員一人一人も、タイムマネジメントやコストに関する意識を高め、常に計画的・効率的な職務の遂行に努めることが求められる。・ 学校の長時間勤務の是正及び勤務環境整備に向けて、市町村教育委員会とも連携して現場である学校を支援しながら、働き方改革を進めることが必要(2) 柔軟で多様な働き方の推進フレックスタイム制やサテライトオフィス及びモバイル端末を利用したテレワークについて、折角の環境整備が生かされるよう、各所属において制度を利用しやすい職場環境づくりをすることが適当(3) 心身両面の健康管理・ メンタル不調の予防及び早期対応に引き続き努めるとともに、職場復帰を目指す職員の支援体制など丁寧なフォローアップが重要・ 労働安全衛生法の改正を受けて、独立性・中立性を強化等された産業医や衛生委員会の活用等により、各事業場で安全衛生管理体制の充実を図ることが重要・ 学校において、管理職は各教員の健康状態を適切に把握し、一人で問題を抱え込まないような支援体制の確保に努めることが必要(4) パワー・ハラスメント等の防止の徹底管理職は自らの言動・行動が職場に与える影響の大きさを認識した上で、業務の適正な範囲内における指導等をしているかどうか再確認することが求められる。２ 女性活躍と両立支援の推進２ 女性活躍と両立支援の推進２ 女性活躍と両立支援の推進２ 女性活躍と両立支援の推進(1) 女性職員の活躍の推進女性職員を対象としたキャリアデザイン研修の実施などの意識改革策、女性が少ない分野・ポストへの配置をより一層積極的に実施することが必要(2) 仕事と家庭生活の両立支援の推進・ 仕事と家庭生活の両立のためには、誰もが働きやすい環境で、総実労働時間の短縮を目指す働き方改革の実現が不可欠・ 男性職員の育児休業の取得促進のためには、男性職員が育児休業を取得することの不安や抵抗感を軽減し、育児休業を取得しやすい環境整備に努めることが必要３ 多様な人材の確保３ 多様な人材の確保３ 多様な人材の確保３ 多様な人材の確保・ 職員採用試験の受験者の確保が大きな課題となっており、県の施策や県職員としての魅力・やりがい、さらにはワーク・ライフ・バランスの実践例などを切れ目なく情報発信していくこと及び様々な受験機会の確保が重要



・ 技術系職員の確保は喫緊の課題であり、任命権者と連携しながら採用試験制度について検討を進める。４ 人材育成と人事評価制度４ 人材育成と人事評価制度４ 人材育成と人事評価制度４ 人材育成と人事評価制度・ 人事評価制度を人材育成に活用するためには、適正な評価基準と評価者の評価・説明能力が極めて重要な要素であり、研修などにより評価者の制度についての理解度と評価能力の向上を図るとともに、人事評価の納得性及び公平性に十分留意し、現在の評価基準が適正か随時検証をしていくことが必要・ 人事評価を契機として若手職員の段階からキャリア形成を考えさせ、自身の職業能力を把握させることも人材育成への活用に有効５ 高齢層職員の能力及び経験の活用５ 高齢層職員の能力及び経験の活用５ 高齢層職員の能力及び経験の活用５ 高齢層職員の能力及び経験の活用・ 高齢層職員が持つ豊富な経験及び知識を最大限に生かすためには、意欲的に職務に取り組むためのマネジメントが重要・ 定年の引上げについて、その開始を見据えて60歳を超える職員の能力及び経験を生かせる執行体制を検討するとともに、国の動向を注視して遅滞なく進められるよう準備することが必要６ 臨時・非常勤職員の勤務条件６ 臨時・非常勤職員の勤務条件６ 臨時・非常勤職員の勤務条件６ 臨時・非常勤職員の勤務条件会計年度任用職員制度の導入に向けて、引き続き必要な準備を確実に進めることが必要Ⅲ 給与勧告制度の意義及び実施の要請Ⅲ 給与勧告制度の意義及び実施の要請Ⅲ 給与勧告制度の意義及び実施の要請Ⅲ 給与勧告制度の意義及び実施の要請・ 人事委員会の給与勧告制度は、公務員の労働基本権が制約されていることの代償措置として、職員に対し、社会一般の情勢に適応した適正な給与水準を維持・確保する手段として重要な役割・ 議会及び知事におかれては、給与勧告制度が果たしている意義や役割に深い理解を示され、適正な給与を確保されるよう要請・ 平成15年４月から実施されてきた特例条例による給与の減額措置は、管理職については引き続き実施されたままであり、このような措置は早期に解消されるべきであるとの考え【参 考】１ 月例給（行政職）の改定の内訳区 分 改定額（率）給 料 ４２０円（０．１１％）地 域 手 当 ３４３円（０．０９％）は ね 返 り 分 ２４円（０．０１％）計 ７８７円（０．２１％）（注）「はね返り分」とは、給料表及び地域手当の改定に伴い、諸手当の額が増減する分である。２ 職員の平均給与（行政職給料表適用者）勧告前 勧告後 増減額給与月額 ３７１，９５４円 ３７２，７４１円 ７８７円年間給与 ６，１５７，０００円 ６，１８９，０００円 ３２，０００円注）１ 特例条例による減額措置がないものとした場合で算出２ 行政職給料表適用者の平均年齢は42.4歳、平均経験年数は20.0年３ 諸手当（扶養手当、地域手当、住居手当等）を含む。年間給与は期末手当・勤勉手当を含む。



３．勤務条件に関する措置の要求の状況３．勤務条件に関する措置の要求の状況３．勤務条件に関する措置の要求の状況３．勤務条件に関する措置の要求の状況令和元年度における勤務条件に関する措置の要求の状況は、次のとおりである。平成３０年度末 令 和 元 年 度 令 和 元 年 度 末区 分 係属件数 (件 ) 要求件数(件) 終結件数(件) 係 属 件 数 (件 )任 用 ０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件給 与 ０ ０ ０ ０勤務時間･服務等 ０ ０ ０ ０執務環境･厚生福利 ０ １ ０ １そ の 他 ０ ０ ０ ０計 ０ １ ０ １上記終結件数の内訳 判 定区 分 取下げ 打切り 却 下 棄 却 認 容任 用 ０ ０ ０ ０ ０給 与 ０ ０ ０ ０ ０勤務時間･服務等 ０ ０ ０ ０ ０執務環境･厚生福利 ０ ０ ０ ０ ０そ の 他 ０ ０ ０ ０ ０計 ０ ０ ０ ０ ０
４．不利益処分に関する審査請求の状況４．不利益処分に関する審査請求の状況４．不利益処分に関する審査請求の状況４．不利益処分に関する審査請求の状況令和元年度における不利益処分に関する審査請求の状況は、次のとおりである。平成３０年度末 令 和 元 年 度 令 和 元 年 度 末区 分 係属件数 (件 ) 請求件数(件) 終結件数(件) 係 属 件 数 (件 )懲 戒 処 分 ３ 件 １ 件 １ 件 ３件分 限 処 分 ０ ０ ０ ０そ の 他 ０ １ ０ １計 ３ ２ １ ４上記終結件数の内訳 判 定区 分 取下げ 打切り 却 下 棄 却 処分修正 処分取消懲 戒 処 分 ０ ０ １ ０ ０ ０分 限 処 分 ０ ０ ０ ０ ０ ０そ の 他 ０ ０ ０ ０ ０ ０計 ０ ０ １ ０ ０ ０
















